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第1章  緒言  
 

１ -１ 研究の背景  
北海道の酪農家における戸当たり飼養頭数(2 歳以上)は 1970 年では

9.1 頭,2000 年では 56.0 頭と 30 年間で 6 倍となっており,戸当たり耕

地面積は 11.2ha から 44.5ha に 4 倍となっている(鵜川ら,2004)。この

ように北海道酪農は 1970 年代から急激に規模拡大が進み,労働時間の

制約や施設整備の遅れなどから,家畜ふん尿の適正な処理が行われず,

悪臭の発生や河川等公共水域での水質悪化,湖沼の富栄養化,地下水汚

染など自然環境に悪影響を及ぼすとともに,衛生害虫や病原菌の発生,

クリプトスポリジウム感染などによる生活環境の悪化等が懸念された 

(志賀ら,2001) 。 

このような情勢の中,「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進

に関する法律」が 1999 年 7 月に制定,同年 11 月に施行され,遅れてい

た家畜ふん尿による環境問題への対策として屋根付き堆肥盤等の適正

管理への施設整備が進むとともに,その多くが堆肥や液肥として農地

に還元・利用されることとなった (北海道農政部,2013) 。 

家畜ふん尿の処理方式は,飼養方法や水分量等性状の違いなどによ

り堆肥化と液肥化に大別され,液肥化においては発酵方式により好気

性発酵と嫌気性発酵がある。バイオガスシステムは,液肥化処理の内,

これまで一般的であったスラリーの撹拌・曝気処理を行う好気性発酵

とは異なり,密閉・閉鎖系の嫌気性発酵処理方式であり,酪農の急激な

規模拡大に伴う家畜ふん尿による悪臭や水質問題がクローズアップさ

れた 1970 年代に,主に悪臭問題の解決を動機として,帯広畜産大学等

研究機関による実証試験が始まった(大内ら,2000)。その結果,北海道

においてもバイオガスシステムは導入可能であることが報告されてい

る (例えば ,北海道バイオガス研究会 ,2002・北海道開発土木研究

所,2005)。   

バイオガスシステムは 1995 年頃から農家レベルでの導入が進

み,2004 年には導入数がピークを迎えるが,その後は導入が進まず,一

部には休止・廃止となる施設もあるなど,いまだ十分に普及・定着する

までには至っていない状況が続いている（帯広市,2012）。 

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災に伴う東京電力福島第 1 原子力発

電所の事故により,日本政府は原子力発電に重きを置いたエネルギー

政策から小規模分散型エネルギーである太陽光・風力やバイオマスな

どの再生可能エネルギーも含めたエネルギー政策に見直しつつあ
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り,2011 年 3 月に成立した再生可能エネルギー特別措置法により,2012

年 7 月から再生可能エネルギーを普及定着させるための固定価格買取

制度(以下 FIT と記す)がスタートした(経済産業省 HP)。 

北海道では土地条件,気象条件,社会・経済条件を背景に,太陽光,太

陽熱,風力,地熱,温泉熱,雪氷冷熱,バイオマス,水力等の再生可能エネ

ルギーが豊富に賦存している。特に広大な優良農地を背景に酪農が盛

んな地域ではバイオマスである乳牛などの家畜ふん尿が多く存在し,

その一部は肥料として活用されているが,エネルギー的な利用はほと

んどしてこなかった(大内,2012)。 

バイオガスシステムは酪農地帯の悪臭や水質問題等地域環境の改善

に貢献するのみならず,嫌気性発酵過程でメタン等の燃焼性のガスを

含むバイオガスが得られ,これを回収利用することによりエネルギー

の活用が可能である。このバイオマス由来のメタンガスを燃焼すると

二酸化炭素を排出するが,カーボン・ニュートラルであり,化石燃料に

比べ地球環境にやさしい。また,発酵後に残る残渣物は消化液と言われ,

窒素,リン酸,カリウム等を含む肥料としての有効性が高いことが確認

されている (北海道開発土木研究所,2005 等) 。 

 
１ -２ 研究の目的  

本研究では,地域の環境改善やエネルギーの有効利用,地球温暖化対

策や環境保全型の持続的な農業等に有効であるバイオガスシステムを

北海道の酪農地帯に広範に普及・定着するために,以下のことを明らか

にすることを目的にしている。 

(１)北海道の家畜ふん尿を対象としたバイオガスシステムの現状を把

握し課題を分析する。 

(２)課題を解決するための方策について整理し提案する。 

(３)課題解決のための有力な１手法である家畜ふん尿と草本系未利用

バイオマス(ビートトップサイレージ・堤防刈草サイレージに着

目)との混合メタン発酵についての発酵特性等を明らかにする。 

 
１ -３ 論文の構成  
 本論文は 6 つの章から構成されており,その内容は以下のとおりで

ある。 

第 1 章では,北海道の酪農における家畜ふん尿の現状など研究の背

景を示し,本研究の目的について述べる。第２章では,北海道における

家畜ふん尿バイオガスシステムの現状と課題について,既存調査資料
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や聞き取り調査,取り巻く制度等を含め整理するとともに,今後への改

善点について論じる。第 3 章では,改善の手法の一つである草本系バイ

オマスと家畜ふん尿との混合メタン発酵に関する既往研究について述

べる。第 4 章では,未利用草本系バイオマスであるビートトップサイレ

ージと家畜ふん尿との混合メタン発酵について,第 5 章では河川堤防

刈草サイレージとの混合メタン発酵について,実験室での試験結果を

主体に知見を述べる。第 6 章では,前章までの得られた結果を検証し,

家畜ふん尿バイオガスシステムの北海道における普及定着方法を提案

する。 
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第2章 家畜ふん尿バイオガスシステムの現状 ,課題 ,改善の方向性  
 

２ -１ 家畜ふん尿の実態  
北海道の家畜ふん尿発生量は,平成 24 年度現在年間 20,302 千トンで,

その 88.9%である 18,045 千トンは乳用牛・肉用牛のふん尿である(表

2-1)。家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律等に

より,屋根付き堆肥盤等の整備が進み,平成 24 年のデータによれば管

理基準適用農家(牛の場合には,10 頭以上)9737 戸全てが,基準を遵守

していることとなっている(表 2-2)。 

  
表2-1 道の北海家畜飼養及びふん尿  

畜種  戸数  頭羽数  

(千頭羽) 

排せつ量  

(千トン) 

割合  

(%) 

乳用牛  7,270 822 13,111 64.6 

肉用牛  2,830 534 4,934 24.3 

豚 266 593 1,399 6.9 

採卵鶏  80 7,086 306 1.5 

ブロイラー  7 4,444 211 1.0 

馬 2,341 33 341 1.7 

計 － － 20,302 100.0 

北海道HP,北海道の畜産環境をめぐる情勢より抜粋一部修正  

平成25年4月農政部生産振興局畜産振興課  

 

 
表 2－2 家畜排せつ物法の管理基準適用農家と遵守状況  

                            (単位：戸) 

年 適用農家 a 基準遵守 b b/a(%) 

12 13,000 1,100 8.4 

22 10,124 10,121 99.9 

23 9,992 9,992 100.0 

24 9,737 9,737 100.0 

北海道 HP,北海道の畜産環境をめぐる情勢より抜粋  

平成 25 年 4 月農政部生産振興局畜産振興課 
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しかしながら,現実においては,管理基準適用農家であるかどうかは定

かではないが,家畜ふん尿の草地での野積みが見られたり,公共水域へ

の流出事故が発生したり ,散布が集中する春や秋の悪臭問題が引き続

き存在し ,苦情等の件数も減ってきてはいるが ,未だに存在している

(表 2-3)。 

 
表2-3 畜産経営に起因する苦情発生状況  

年 悪臭  水質  害虫  その他  計 

20 23 12 2 47 81 

21 20 9 ‐ 26 53 

22 7 12 ‐ 17 35 

23 8 7 ‐ 26 40 

24 7 4 ‐ 13 24 

北海道HP,北海道の畜産環境をめぐる情勢より抜粋,一部修正  

平成25年4月北海道農政部生産振興局畜産振興課   

  

２ -２ 家畜ふん尿利活用技術  
 家畜ふん尿の処理及び利用システムとしては,家畜の飼養方式,ふん

尿の性状 ,地域の農業形態などによって様々な利活用システムが存在

しているが ,このうち乳用牛および肉用牛のふん尿を対象としたシス

テムの内 ,バイオガスシステムは強制分離の液状分や混合処理のスラ

リー状のものを処理・利用するシステムとして位置づけられている(志

賀ら,2001)。酪農の多頭化の進行に伴い,フリーストールによる飼養が

増える傾向にあり ,バイオガスシステムの導入が進む素地はあるもの

と思われる。 

 北海道での家畜ふん尿の利用形態としては,堆肥化が 67.0%,スラリ

ーや尿等の液肥化が 24.2%,浄化等が 2.0%となっており,経営内利用が

多いが,コントラクターや TMR(混合飼料)センター等による家畜ふん尿

の管理や利用が増えてきている中で,経営外利用も 26.3%となっている

(表 2-4・表 2-5)。 
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表 2-4 北海道の家畜ふん尿の利用内訳  

                          (単位：千トン) 

畜産農家の経営内

利用  

畜産農家の経営外利用 その他

(浄化

等) 
耕種農

家 

堆肥セン

ター等  

畜産農

家 
小計  

13,844 3,663 1,052 365 5,080 394 

71.7% 19.0% 5.4% 1.9% 26.3% 2.0% 

北海道 HP,北海道の畜産環境をめぐる情勢より抜粋一部修正  

平成 25 年 4 月農政部生産振興局畜産振興課 

 

表 2-5 北海道の家畜ふん尿の利用実態  

                         (単位：千トン) 

区分  堆肥  尿 スラリー  放牧  その他  計 

利用量  12,972 1,732 2,955 1,324 387 19370 

割合(%) 67.0 8.9 15.3 6.8 2.0 100 

北海道 HP,北海道の畜産環境をめぐる情勢より抜粋一部修正  

平成 25 年 4 月農政部生産振興局畜産振興課 

 

２ -３ メタン発酵技術  
２ -３ -１ 歴史  
（１）  海外におけるメタン発酵の歴史  
 有機物が嫌気性の状態で微生物の活動により可燃性のメタンガスと

二酸化炭素に分解する過程をメタン発酵といい ,その施設をバイオガ

スシステムと言う。 

 野池(2009)によれば,汚濁した湖沼 ,池および川の沈殿物から可燃性

のガス (メタンガス )が生成されることは古くから知られており ,欧米

でメタン生成に関して最初に報告された文献は 1776 年イタリアの物

理学者 Alessandoro Volta によるものと言われている。また,中国でも

古くからメタン発酵技術が利用されてきた。 

メタン発酵の研究は,19世紀の後半から注目され始め,その科学的認

識は,研究の進展とともに変化してきた。欧州では 19 世紀の産業革命

以降下水処理の分野において ,嫌気性消化プロセスの解明や分離型消

化タンクと加温技術の導入,連続撹拌による高率消化,メタン発酵槽の

工夫,生ごみのメタン発酵等の技術が開発されてきた。 
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（２）  日本におけるメタン発酵の歴史  
 1932年に下水汚泥処理のための消化タンクが名古屋市天白汚泥処理

場に初めて設置され,豊橋市,岐阜市,京都市が続き,全国に普及すると

ともに,その後,工場排水処理にも応用された。 

 1990 年代の後半には,循環型社会の形成に資する廃棄物処理技術と

して汚泥再生処理センターによるし尿・生ごみの混合処理システムが

開発された。 

 一方,家畜ふん尿のメタン発酵については,①1950年代の農村生活改

良普及事業,②1970 年代の石油ショック時の過去２回,多くの施設が設

置されるブームがあったが ,プロパンガスの普及や石油価格の安定化

により,その取り組みは次第に沈静化していった。その後,1990 年代に

入り，デンマークやドイツの先進的事例や取り組みを参考に,京都府や

北海道において導入が図られ,現在に至っている。  
 
２ -３ -２ メリット  
 バイオマスシステムの導入メリットについて以下記述する。  
 
（１）  環境改善効果 (悪臭防止 ,公共水域の水質改善効果 ) 
 閉鎖系システムであることから ,発酵槽などでの処理中の悪臭や流

出による公共水域への水質問題は生じない。また,消化液の保管や散布

する際には,においがほとんどしないため,住宅地周辺で空中散布など

しなければ,周りからの苦情もほとんどない。消化液も農地還元できる

ことから過剰な散布などしなければ ,地下水や表流水の水質汚染も防

止できる。 

 

（２）  有機性資源の循環利用効果 (農業経営改善効果等 ) 
 消化液には ,原料に含まれる肥料成分の窒素 ,リン,カリウムのほぼ

全量が移行するため,農地に液肥として還元することができ,農家にと

っては購入していた化学肥料を削減することができる。スラリーに比

べ成分が安定しており ,堆肥に比べアンモニア態窒素の割合が多く速

効性である。飼料中の硝酸態窒素濃度が高い場合には牛体に不調が現

れることがあるが ,消化液は堆肥や好気性発酵による液肥に比べ硝酸

態窒素濃度が相対的に低く,乳牛の健康に良い肥料であるといえる。ま

た ,高温発酵の場合にはふん尿に含まれる雑草種子や病原菌を死滅す

ることができるため,より安全な有機性肥料であるといえる。 
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（３）  エネルギーの有効利用  
 バイオガスには,可燃性のメタンガスが 60%程度含み,その発熱量は

約 8,500kcal/m3 で,都市ガスの 5A 規格相当である。バイオガスシステ

ムでは発酵過程で加熱する必要があり一部自家消費するが ,季節や気

温にもよるが一般的には余剰が発生し ,これを燃焼すると電気や熱が

得られる。また,自動車等の燃料としての利用も可能である。 

 
（４）  地球温暖化ガスの削減・アンモニア揮散量の削減  
 石油等の化石燃料は燃焼過程で CO２等温暖化ガスを発生させるが,

バイオマス起原のバイオガスを燃焼してもカーボンニュートラルであ

り,地球温暖化ガスを増加させない。また,堆肥などから発生し大気中

に放出されているメタンガスは地球温暖化ガスであるが ,バイオガス

システムではメタンガスを回収・利用することから,地球温暖化ガスの

削減に貢献する。 

 「家畜排せつ物を中心としたメタン発酵処理に関する手引き」(畜産

環境整備機構,2001)によれば,メタン発酵の場合,消化液の貯留時や散

布時に酸性雨の主な原因とされているアンモニア揮散が生じるが ,揮

散量は堆肥化や好気性発酵液肥に比べ同等かそれ以下とされている。 

 
２-４ バイオガスシステムの現状と課題  

北海道の家畜ふん尿を対象としたバイオガスシステムの現状と課題

を把握するために既存の調査資料を収集するとともに ,十勝管内のバ

イオガスシステムについて聞き取り調査を行った。 

 

２-４-１ バイオガスシステムの建設実態 

 平成23年度に㈱北海道バイオマスリサーチが調査した「バイオガス

プラントの稼働実績調査業務報告書」は北海道におけるバイオガスシ

ステムの現状と課題を把握するのに有効な資料である(帯広市,2012)。 

全道の家畜ふん尿を処理対象とするバイオガスプラントを対象に ,

資料収集 ,アンケート調査 ,ヒアリング調査を実施した結果,北海道で

は家畜ふん尿を原料とするバイオガスプラントが平成 7年～23年の間

に55基が建設された。しかし,平成16年度をピークに建設数は減少傾向

にあり,55基の内41基は稼働中であるが,14基は停止あるいは撤去され

ていることが報告されている。また,バイオガスプラントの導入動機と

導入後の評価の調査結果では ,悪臭対策,消化液の自家利用,糞尿処理

の軽減 ,環境汚染対策,熱の自家利用等の項目が ,導入前に比較して導
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入後が高く評価されていること ,売電や電気の自家利用については導

入前に比較して,導入後が低い評価となっている。また,バイオガスプ

ラントの稼働時のトラブルは,原料槽でのトラブルが全体の47%を占め

ており ,次いでガス利用施設 ,発酵槽で発生しており ,形態としては閉

塞事故が33%と一番多く,次いで凍結,腐食,破損などが多いことなども

報告されている。 

北海道開発局開発調査課(2013)が平成24年度に行った道内87か所の

バイオガスシステムを対象としたアンケート調査でも , 悪臭の軽減,

社会的貢献・イメージアップが事業者から高く評価されていると報告

されている。なお,87か所のバイオガスシステムには,家畜ふん尿を原

料とする施設のほか ,生ごみ ,下水汚泥,食品残渣を原料とする施設も

含まれている(北海道開発局開発調査課,2013)。 
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２-４-２  聞き取り調査  

（１）  調査の概要  

 バイオガスシステムの詳細な現状を調べるために,また,平成 24 年 7

月 1 日に導入された再生可能エネルギーの固定価格買取制度(ＦＩＴ)

に関する取り組み状況を調べるために表 2-6 に記載の施設等に対して

聞き取り調査を実施した。 

 

表 2-6 バイオガスシステムに関する聞き取り調査  

日時  場所  対象者  目的  

H23.3.8 
鹿 追 町 環 境 保 全 セ

ンター  

吉 田 町 長 , 松

本課長外  

集中・共同型システム

の運営状況・課題・改

善方向  

H25.1.25 士幌町鈴木農場  

鈴 木 氏 , 小 林

町 長 , 高 木 課

長外  

個別型システムの運営

状況・課題･改善方向 ,

士幌町の取り組み  

H24.11.13 
大 樹 町 サ ン エ イ 農

場 

辻 本 理 事 , 布

目 課 長 , 土 谷

専務  

サンエイ牧場の新たな

取り組み  

H24.11.15 足寄町新妻農場  
新 妻 氏 , 岩 原

課長  

新妻農場の取り組み状

況 

H24.12.6 
土 谷 特 殊 農 機 具 製

作所(株) 
土谷専務  

土谷特殊農機具製作所

の取り組み状況  

H25.2.20 

士 幌 町 ズ コ ー シ ャ

乾 式 シ ス テ ム 研 究

施設  

保井氏外  
乾式バイオガスシステ

ムの概要  
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（２）  調査結果  

①  鹿追町環境保全センター 

 北海道の家畜ふん尿を対象としたバイオガスシステムの集中・共同

型の代表とされている鹿追町環境保全センターを聞き取り調査した。

調査結果を表 2-7 に示す。 

鹿追環境保全センターは,鹿追町内の酪農家 11 戸,経産牛 1320 頭の

ふん尿を集めて処理する施設で,平成 18 年から建設,19 年に稼働開始,

事業主体は北海道,運営は鹿追町,補助事業を利用し地元負担 22.5%,施

工主体はコーンズバイオガスである。各農家から専用のアームロール

コンテナでふん尿を集め,固液分を一体処理,発酵槽や発電機等主要な

部分はヨーロッパ製,部分的な補修などは行っているが,大きな改修は

していない。プラント利用料金や散布料(各々12,000 円/頭・年)につ

いては補助金を前提に徴収している。原状では収支ゼロで,減価償却費

は積み立てられていない。 

平成 25 年に FIT が適用となったため,減価償却費の積み立ても可能

になると思われる。鹿追町では同施設をモデルに 2 倍規模の施設を建

設中である。 

 



12 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別共同区分, 農場名

経営規模・ 飼養形態・ 敷料

建設年度・ 稼働開始
事業主体、 事業名( 負担率)

設計会社、 建設費
原料投入量・ 投入方法

原料槽・ 貯留槽
発酵槽

ガス発生量、 脱硫設備、 発電設備

主な改善
点

人件費 13, 658　 千円/年
水光熱費 1, 636　 千円/年
消耗品費 6, 620　 千円/年
修繕費 18, 797　 千円/年
燃料費 2, 820　 千円/年
委託料 1, 500　 千円/年
その他 1, 380　 千円/年
小計 46, 411　 千円/年
売電収入( RPS・ グリ ーン) 、 売電価
格昼9. 5円/Kwh、 夜4. 5円/ｋ ｗ ｈ

6, 930　 千円/年

液肥散布料金・ 消化液製品 16, 100　 千円/年
有機汚泥処理代金・ 生ごみ処理・ 動
物性残渣処理費

9, 781　 千円/年

プラ ント 利用料金( 12000円/1頭当り ) 12, 600　 千円/年

その他 1, 000　 千円/年
小計 46, 411　 千円/年

損益計算

250m3×2基( コ ンク リ ート 製地下式) ・ 6, 231m3×2基、 11, 477m3×1基( 鋼製)
400m3×4基( 箱型) 、 800m3×2基( 円柱型) ・ 滞留日数20日( 箱型) ・ 30日( 円柱型) ・ 中温38℃

3, 036Nm3/日　 、 生物+乾式脱硫併用、 108Kw×1基、 200Kw×2基( ド イ ツ製)

①原料槽の攪拌効率を向上さ せるため、 固定さ れていた攪拌機を左右に動かせるよう 設置　 ②制御盤の電気基盤がアンモニア
等により 故障する為、 シリ コ ンで被覆し た③200Kw発電機( ド イ ツ製) の故障と 修理

表2-7 十勝管内の代表的バイ オガスシステムの概要( 集中・ 共同型鹿追町環境保全センタ ー）

集中・ 共同型, 鹿追町環境保全センタ ー

経産牛1320頭-11戸、 780ha( 消化液散布面積) 、 スタ ンチョ ン・ フ リ ースト ール混合、 敷き
藁・ おが粉等

建
設
当
初

平成18～19年度・ 平成19年10月
鹿追町、 中山間地域総合整備事業（ 国55％・ 道22. 5％）
コ ーンズ・ バイ オガス、 834, 750　 千円
94. 8t /日・ 特製アームロールコ ンテナ

経
営
収
支

支出

収入

0　 千円/年( 平成24年度実績)

今後の改善点・ 普及の方向性

①FI Tの適用を申請、 発酵槽・ ガスパッ ク ・ 発電機に必要な電力を除く 電力について認定済
み。

②鹿追町では同施設の状況を参考に2倍規模の集中共同型バイ オシステムを平成２ ４ 年度設計
中

③設計中の新たな施設について原料槽スラ ッ ジの除去方法、 原料槽・ 発酵槽攪拌機のメ ンテ
ナンス方法、 臭気対策、 凍結対策等改善予定
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②  士幌町鈴木農場 

 次に個別型の代表として士幌町の鈴木農場の聞き取り調査を行った。

調査結果を表 2-8 に示す。 

 経営規模としては経産牛 250 頭規模,フリーストールで敷料は使わ

ず牛床マット使用,当初の施設は平成 15 年建設され,16 年稼働,士幌町

が事業主体で補助事業を活用,地元負担 1/4,施工主体は栗本鉄工であ

る。建設時の発酵槽はドイツ製,発電機はアメリカ製であったが,前者

は腐食が進行したため,後者はエンジントラブルが多いことから,平成

22 年に自己資金で発酵槽は現場打ちコンクリート製に,発電機は天然

ガス用熱電供給用である国産のヤンマー製に変更している。 

 収支については,購入肥料の減額価値,余剰消化液を周辺畑作農家に

散布していることによる収入についてはデータを得ることが出来なか

った。これまでも余剰電力は北電に売電していたが,単価が kWh あたり

6.6円と安価なため売電収入は少ないが,プラント使用料が補助事業を

前提にしているため安価になっており, トータルでは減価償却を除い

た現状でも収支が均衡している状況である。平成 25 年度から FIT の買

取価格税抜き kWh あたり 39 円が適用になることや消化液の価値を入れ

ると,収支は大幅に改善されるものと思われる。 
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個別・ 集中共同区分農場名
経営規模・ 使用形態・ 敷料

建設年度・ 稼働開始
事業主体、 事業名( 負担率)

設計会社、 建設費
建設費

原料投入量・ 投入方法
原料槽
発酵槽
貯留槽

ス発生量、 脱硫設備、 発電設
設計会社、 事業主体

プラ ント 使用料 271　 千円/年
メ ンテナンス経費 1, 212　 千円/年
電気代( 牛舎分を含む) 1, 062　 千円/年
小計 2, 545　 千円/年
売電収入( RPS・ グリ ーン) 6. 61円/ｋ ｗ ｈ 　 　 　 　 　 　 　 　 659　 千円/年
灯油軽減分 530　 千円/年
農場使用電力分( 料金換算) 1, 440　 千円/年
購入肥料減額分 不明
消化液散布料収入 不明
小計 2, 629　 千円/年

損益計算

今後の改善点・ 普及の方向性

経
営
収
支

③JA士幌が同様設計仕様で町内に４ 基個別型をH24年度に建設中

85　 千円/年( 平成23年度実績)

3, 300m3( コ ンク リ ート 半地下式)

建
設
当
初

後
の
改
善
点

①発酵槽が腐食等で劣化が著し い為平成22年6月現場打ちコ ンク リ ート

784m3に変更②発電機エンジント ラ ブルが多く メ ンテナンス経費が大き
いこ と から 平成20年6月国産天然ガス用ヤンマーCHPユニッ ト 25Kwに変更

②発酵槽・ ガスバッ ク ・ 発電機に必要な電力を除き FI T認定済み

支出

収入

①余剰ガス利用の観点から ヤンマーCHPユニッ ト 25Kw1基を増設予定

表2-8 十勝管内の代表的バイ オガスシステムの概要( 個別型鈴木農場）

主な改善点

550Nm3/日、 生物+乾式脱硫併用、 30Kw( マイ ク ロタ ービン) ( アメ リ カ 製)
土谷特殊農機( 株) 、 自己資金

平成15年度・ 平成16年6月
士幌町、 バイ オマス利活用フ ロンテイ ア整備事業（ 国1/2・ 道1/4)

個別型士幌町鈴木農場
経産牛250頭、 65ha、 フ リ ースト ール牛舎、 未使用( 牛床マッ ト 使用)

栗本鉄工所（ 株） 、 71, 400　 千円( 実勢価格より 安く 施工)
71, 400　 千円( 実勢価格より 安く 施工)
１ ５ t/日・ ガータ ーク リ ーナー

50m3( コ ンク リ ート 角型地下式)
424m3・ コ ンテナ式・ 滞留日数28日・ 中温37℃( ド イ ツ製）



15 
 

③ その他の聞き取り調査結果  

 

足寄町新妻牧場  

H15 中山間事業で設置されたものであり,H16 稼働,搾乳牛 250 頭,敷

料は籾殻,個別型の施設,当初デアルフェールエンジン(バイオガス+軽

油)で 4 年間発電したが,その後は燃油高騰につき休止状態,FIT につい

て申請中であり,消化液は急傾斜地以外へ散布している。 

  

大樹町サンケイ牧場(農事組合法人)  

H24 自己資金で設置した施設であり,乳牛 1400 頭規模,敷料はおが粉

などを使用している。この施設は FIT 認定を受けており,十勝で最初に

FIT 制度に基づき新設稼働した家畜ふん尿バイオガス施設である。施

設は土谷特殊農機製作所(株)が全体設計・管理を担当しており CHP(熱

電併給)発電施設や撹拌ミキサー等はドイツ製,その他の施設は日本製

である。  

 

ズコーシャ乾式バイオガス実験施設  

ズコーシャ,帯広畜産大学,NEDO との共同実験施設であり,麦藁を含

めたスタンチョン牛舎からの乳牛ふん尿(TS15%程度)を粉砕機で 3 ㎝

にカットし,コンベアで発酵槽に送る方式であり,乾式というよりは半

乾式である。 

  

土谷特殊農機具製作所(株)  

十勝では老舗の農機具会社であり,鈴木農場のシステム改良,サンケ

イ農場の設計・管理等を行っている。当初ドイツ製の輸入設備主体の

設計であったが,近年地元資材を主体とした設計に方針転換している。  

 

２-４-３ 取り巻く制度等の現状 

（１）  日本政府のバイオマス関連施策  

日本政府のバイオマス関連施策を以下に時系列に整理する。主なも

のとしては,平成 14 年以降の農水省・経産省等 7 府省によるバイオマ

スニッポン総合戦略の推進,平成 24年 7月から始まったバイオマス発

電を含む再生可能エネルギーの固定価格買取制度,平成 25年 6月に十

勝地域も含め全国 8 地域がバイオマス産業都市地域の指定されたこ

となどがあげられる。 
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H14.12 「バイオマス・ニッポン総合戦略」(関係 7 府省)閣議決定 

   

H15.2  バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議を設置 

  

H17.3  バイオ燃料技術革新計画,バイオ燃料技術革新協議会(経産

省・農水省)を設置  

  

H18.3  バイオマス・ニッポン総合戦略の見直し 

   

H21.9  バイオマス活用推進基本法制定(H21.6)・施行 

   

H22.6  エネルギー基本計画の改定(原発依存 H19 実績 26%・2030

目標約 5 割)  

 

H22.12  バイオマス活用推進基本計画閣議決定 

 

H23.3  東日本大震災・東京電力福島第 1 原発事故発生により,エネ

ルギー基本計画の見直し検討開始  

 

H23.3  電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法制定(H24.7 施行)  

  

H24.7   再生可能エネルギーの固定価格買取制度がスタート,内バ

イオマス発電(メタン発酵ガス化)については    

     40.95 円(39 円＋税)/kWh ,20 年間  

  

H24.9   バイオマス事業化戦略をバイオマス活用推進会議にて決定 

       

H25.3   7 府省によるバイオマス産業都市の募集開始  

 

H25.4   再生可能エネルギーの固定価格買取制度の価格改定,太陽

光以外については据え置きで変わらず 

  

H25.6   十勝地域(帯広市を始め十勝地域の全 19 市町村が参加)が

下川町・別海町とともに全国 8 地域の１つとしてバイオマス

産業都市地域に一次認定される  
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H26.3  釧路市と興部町が全国 8 地域の一つとしてバイオマス産業

都市地域に二次認定される 

 

H26.4  再生可能エネルギーの固定価格買取制度の価格改定,非住

宅用太陽光単価を減額するとともに,洋上風力及び既設導水

路を活用する中小水力について買い取り区分を新設,その他

の再生可能エネルギーについては買い取り価格を据え置き 

 

H26.4  新たなエネルギー基本計画が閣議決定,原発は安全性の確

保を大前提に重要なベースロード電源と位置付し ,安全審

査をクリアーしたものは再稼働へ ,一方再生可能エネルギ

ーについ ても重 要 な低炭素 の国産 エ ネルギー と位置 付

し,2013 年から 3 年間程導入を最大限加速化し,その後も積

極的に推進し 30 年に約 2 割をさらに上回る水準を目指す 

 

（２）  再生可能エネルギーの固定価格買取制度(FIT) 

  バイオガスシステムで発電した電気を北海道電力 (株 )に売電する

場合の条件についての大きな見直しとなった FIT 制度について記述

する。 

 

①  経過   

H23.3   電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法(通称再生可能エネルギー特別措置法)が成立 

 

H24.4   経済産業省調達価格等算定委員会が買取価格等を決定し

公表  

バイオガス(ガス化/家畜ふん尿) 

 40.95 円(39 円+税)/kWh,20 年間 

 

H24.7    固定価格買取制度(FIT)スタート 

 

H25.4   買取価格の一部改訂,太陽光発電以外は据え置き 

 

H26.4   買取価格の一部改訂,洋上風力・既設導水路を活用する中

小水力について区分新設,他は太陽光発電以外は据え置き 
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②  概要  

買取価格は、通常必要とされる費用・適正な利潤を基に算定した

内部収益率(以下 IRR と記す)６～７%程度を基に,各事業者からの聞

き取り値を上限として決定した。２年目以降についてはコストデー

タの実績を基に見直すこととしている。調達期間は法定耐用年数を

基礎とし ,合理的な理由の立つものは採用することができるとして

いる。 

バイオマスのガス化と固形燃料燃焼(木材,下水汚泥等 4細分)で売

電価格を 5種類設定しており,家畜ふん尿や下水汚泥等を用いたメタ

ン発酵バイオマス発電では発酵槽を用いたガス化プロセスが必要で

あり,kWh 当たり税込 40.95 円に設定された。メタン発酵バイオマス

発電は他の事業に付随して実施される事業でありリスクが低いこと

から IRR は１%となっている。 

 

③  課題  

   制度設計において事業認定や系統連系手続を申請順とした。この

ため,土地と資金の確保ができればすぐにでも手続に入れる太陽光

発電とりわけメガソーラーに送電線・変電所容量を押さえられ,事業

化の検討に時間を要するバイオマス発電等の発電方式は出遅れて,

事業認定や系統連系が支障となり事業化できない事例が増えている。 

   バイオガス発電は,水力発電とともに天候等に左右されない安定

した発電で,ほとんどが小規模な発電であり,地域への雇用や産業へ

の波及効果は太陽光発電等に比べて高いため,太陽光発電等とは別

枠で事業認定や系統連系を行うべきと考える。 

   太陽光発電は日中,バイオガス発電は夜間中心に行い,送電線や変

電所容量を有効活用するとの提案もあるが,バイオガス発電の効率

が下がるため,別枠で行うことが望ましいと考える。 
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表2-9 バイオガス発電など再生可能エネルギーの買い取り制度比較 

RPS法(H15.４から適用)  FIT(H24.７から適用) 

電気事業者は一定割合以上の買い 

取り義務を負う  

 電気事業者は一定期間･一定価格の買

い取り義務を負う  

余剰買い取り   全量買い取り (ただし発電施設に要す

る電気は除く) 

買 い 取 り 価 格 が 低 い          

(10円未満/kWh) 

 買 い 取 り 価 格 が 高 い                     

(税引き39円/kWh) 

買い取り期間  規定なし  

  

 買い取り期間  

   新規施設  20年間  

   既存施設  20-RPS期間 

 

２-４-４ 家畜ふん尿バイオガスシステムの課題 

 既存資料調査及び聞き取り調査結果等から ,北海道の家畜ふん尿を

対象としたバイオガスシステムの導入が停滞している理由を以下に列

記する。 

 

(１)イニシャルコストが高い  

① システムが複雑で輸入資材が多い 

導入初期に各メーカーがヨーロッパの技術を挙って導入,北

海道オリジナルシステムとなっていない 

② 固分と液分の２系統の設備が多い 

スタンチョン牛舎で敷料を使用している農家では固液分離し

固分および液分それぞれを対象にシステム設計されている例

が多い 

③ 建設需要が少なく,受注生産が多い 

単価が高い 

 

(２)ランニングコストが高い  

① 機械的な部品は硫化水素の影響等で劣化しやすく耐用年数が

短い 

② 維持管理体制が不十分 

身近に専門業者がいないため管理が不十分でメンテナンス不

足になりがち 

③ 輸入部品の取り寄せ時間が長く,かつ高価 
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④ システムのトラブルが多い 

⑤ 売電価格が安い(FIT 導入前は 10 円未満/kWh) 

⑥ 消化液の利用が不十分 

⑦ ガス,熱の利用が不十分 

 

(３)システムの採算性等が悪い  

① LCC 経済性が不十分 

② 初期投資には補助制度はあるが維持・更新に補助事業は無い

特に機械部材については耐用年数が短い 

③ 現状では減価償却ができていないシステムが多い 

 

(４) 新たな問題点 

① FIT 適用による売電が送電・変電能力の不足により困難な場

合が多い 

 

２ -５ バイオガスシステムの普及への改善策の提案  
２ -５ -１ イニシャルコストの低減  

(１)システムのシンプル化・国産化  

例：現場打コンクリート製の発酵槽・貯留槽等の採用 

(２)敷料も含めた固液一体処理  

例：鹿追環境保全センターでの実績 

乾式バイオガスシステムの導入 

(３)普及促進による低コスト化  

 

２ -５ -２ ランニングコストの低減  
(１)システムのシンプル化・国産化  

(２)地場の維持管理組織の創設  

普及が促進すれば地域の農機具メーカー・コンサルタント・

建設会社等の連携により維持管理会社を創設することも可能 

(３)FIT の導入 

FIT の売電価格は魅力的であるが,送電・変電能力が隘路とな

っており,制度改善に向けた組織的な対応が重要 

(４)発電・熱・ガスの利用促進  

コジェネレーションシステムの導入と,得られた熱の公共施

設や集合住宅の暖房など地域利用の促進 

(５)消化液利用の促進 
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飼料作物のみでなく一般畑作や家庭菜園等への利用促進 

(６)地域に賦存する未利用資源との混合発酵の促進  

地域の有機質資源のリサイクルセンターとして,以下の未利

用資源を有効活用する。 

① 下水汚泥 

② BDF 製造時グリセリン 

③ 家庭有機ゴミ 

④ 食品加工残渣等 

⑤ 農作物残渣(ビートトップ) 

⑥ 堤防刈り草  

  

２ -５ -３ 地域資源循環システムの確立  
バイオガスシステムは悪臭等の農村環境改善,CO2 等地球環境

問題の解決,国産エネルギーの確保等の効果がある。これらの効

果について地域住民のみならず国民的な認知と普及制度を確立

する必要がある。 

 
２ -６ まとめ  
 北海道における酪農地帯の家畜ふん尿を対象としたバイオガスシス

テムは,悪臭防止などを初期の目的として導入され,消化液を農地に還

元できることから平成 7 年～23 年の間に 55 基設置されたが,更新費用

や維持管理費用が高額であること等から採算性が十分取れずに一部の

施設は休止･撤去され,広範に普及定着するまでには至っていない状況

である。 

北海道の酪農地帯でのバイオガスシステムの普及定着のために

は,2-5 において述べた 3 つの提案(①イニシャルコストの低減,②ラン

ニングコストの低減,③地域資源循環システムの確立)を進めることが

重要である。 

さらに,2014 年 7 月から開始された FIT 制度により高い売電価格が

今後 20 年間担保されたことから,FIT 制度を前提として,地域に賦存す

る未利用バイオマスとの混合メタン発酵を推進することにより ,採算

性を大幅に改善することができると考える。このため既に研究が進ん

でいる農産物や食品加工残渣 ,生ゴミ ,廃グリセリン ,浄化槽汚泥等と

の混合メタン発酵に加えて ,地域に賦存する未利用草本系バイオマス

と家畜ふん尿との混合メタン発酵について次章以降で述べる。 
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第３章 草本系バイオマスとの混合メタン発酵  
 
３ -１ 研究の目的  

第 2 章においては,家畜ふん尿バイオガスシステムの普及・定着の一

手法として,地域の未利用資源を地域にあるバイオガスシステムに投

入し混合メタン発酵させ,生産される電気や熱,消化液を地域で利活用

することにより,バイオガスシステムの採算性をより向上させること

をあげた。日本においても,2012 年 7 月から本格的に FIT 制度が運用

開始され,事業者が採算を確保できる電気買取価格で北海道電力(株)

等が再生可能エネルギーを買取し,その普及を目指す方向となったこ

ともあり,本研究ではバイオガスシステムでの家畜ふん尿と地域にあ

る未利用バイオマスとの混合メタン発酵について着目した。 

本章では,混合メタン発酵についての既存研究動向について整理す

るともに,地域に賦存するバイオマスの内,家畜ふん尿バイオマスシス

テムとの混合メタン発酵に副資材として利用可能な条件について述べ

る。 

 
３ -２ 既存研究の動向  
 様々な有機物原料について,投入量や前処理方法などを変えたメタ

ン発酵に関する研究が,国内 ,海外で行われており,その概要を以下に

記述する。 

 
３ -２ -１ 国内  
(１ ) 家畜ふん尿等のメタン発酵  
 日本においても家畜ふん尿等有機物を対象に,原料の性状やメタン

ガス生成量に関して,多くの研究が行われ報告されている(例えば ,前

川ら(1980),山内ら(1980))。これらによれば家畜ふん尿では,家畜が飼

料を消化して,有機物中の炭素化合物のかなりの部分をエネルギー源

や細胞成分合成のための炭素源として利用しているため,飼料から直

接得られるメタンガスに比べると少ない値となっている。 

 また,家畜の種類や同じ家畜でも食べている餌の違いによって家畜

ふん尿のメタンガス生成量にかなり差が生じるとされており,一般的

には 

豚ふん尿＞家禽ふん尿＞牛ふん尿 

とされている。 
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(２ ) 家畜ふん尿との混合メタン発酵  
(独)土木研究所寒地土木研究所(2005)が北海道別海町・湧別町で,

乳牛ふん尿を対象としたバイオガスシステムの研究を行っており,地

域に賦存する廃乳等のバイオマスを副資材として投入し,バイオガス

発生量を測定した。その結果,家畜ふん尿のみの対照区に対してバイオ

ガスの増加が確認されている。 

しかし,一方では蛋白質含量の多い副資材を一時に大量投入すると,

発酵障害を起こすこと,また,消化液を肥料として農地に還元するため

には重金属など有害物質含量の確認をしなければならないと報告して

いる。 

 帯広畜産大学では ,加藤史郎ら (2010)や山城隆樹 (2013)によって

BDF 製造時に発生する廃グリセリンや食品加工残渣等と家畜ふん尿と

の混合メタン発酵実験を行い,一定割合までの副資材の投入はバイオ

ガス発生量の増加に貢献するが,それを超えると発酵阻害が起きるこ

と,高温発酵と中温発酵では高温発酵のほうが多くのバイオガスを生

成することが報告されている。 

 

(３ ) 草本系バイオマスとの混合メタン発酵  
 落修一ら(2005)は,河川堤防,道路法面等の管理で発生する公共事業

由来の刈草と下水汚泥との混合メタン発酵実験を行い,TS 当たりのバ

イオガス発生量 390L/kgTS,メタンガス発生量 200L/kgTS,有機物分解

率(消化率 or 固形物減少率)60%の結果を得た。また,井上義康ら(2006)

は,稲わらと下水汚泥との混合メタン発酵実験を行っている。 

 (独 )土木研究所寒地土木研究所と北海道大学は共同研究報告書

(2011)において, 異なる前処理を行った稲わらを使って家畜ふん尿と

の混合メタン発酵実験を行い,0.260～0.31lＬ/gVS の結果を得ている。 

 
３ -２ -２ 海外  
(１ ) 家畜ふん尿と草本系バイオマスとの混合メタン発酵  
 食料自給率が低い日本では食料になりえるトウモロコシやビート等

をエネルギー作物として生産することは積極的には進められていない

が,海外では稲わらや麦稈に加えて,サイレージ化したトウモロコシ,

ライ麦,ビート,牧草等と家畜ふん尿との混合メタン発酵実験が行われ

ている。 

 Kaparaju et  al (2002)によれば,干草,オート麦,ライ麦,クローバー

の青刈り等と家畜ふん尿との混合メタン発酵の実験では,草種,細断長
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さ,作物ステージ等により異なるが,総じてバイオガス発生量は家畜ふ

ん尿より 60%程度増加すると報告している。イギリスの土壌協会(The 

Soil Association)(2011)によれば,バイオガスの生成能は,乳牛スラ

リーは 20～30 m３/ｔFM に対して,トウモロコシサイレージでは 170～

200 m３/ｔFM,ライ麦のホールクロップサイレージでは 170～220 m３/

ｔFM,牧草で 150～200 m３/ｔFM と報告されている。Crolla et  al (2011)

によれば,実験室レベルでのデータとして,乳牛ふん尿に 30%の副資材

を加えただけでメタン生成能は乳牛ふん尿単独に比べ,1.2～1.6 倍に

増加し,トウモロコシサイレージや廃棄油脂を加えると 2 倍になると

報告している。  
 Tomas Amon et  al (2007)は生とサイレージ化したトウモロコシにつ

いてメタン発酵実験を行い,その結果サイレージ化したものは生に比

較して 25%メタン生成が増えたと報告している。一方,Emma Kreuger et  

al (2011)は,トウモロコシ,麻,ビート,ビートトップについてサイレー

ジ化によるメタンの生成能の増加はみられなかったと報告している。 

 梅津ら(2013)は,近年ドイツでは,バイオガスシステムの原料はトウ

モロコシ,小麦,てんさい等のエネルギー作物が主流となっており,家

畜ふん尿や有機廃棄物はマイナーな存在となっていると報告している。

松田(2011)や村田(2013)によれば,近年ドイツなどでは,小麦やトウモ

ロコシ等をエネルギー作物として栽培し,サイレージ化して貯蔵し,副

資材として投入運転しているバイオガスシステムが増えていると報告

している。食料自給率の低い日本では食料や飼料と競合する農作物を

副資材として利用することを単純に真似すべきではないが,現状で利

用されていない休耕田での青刈り稲のホールクロップサイレージやビ

ートトップ,公共事業由来の刈草等草本系バイオマスのサイレージ化

によるエネルギー利用について,土地資源の有効利用の観点や非常時

の食料や飼料への転換を前提とする中で検討すべき事項であると考え

る。 

 

３ -３ 混合メタン発酵に適した副資材の要素  
 以下に混合メタン発酵に適した副資材の要素について記述する。  
 
(１ ) 地域に相当量賦存していること  

混合メタン発酵に適した副資材は,地域に相当量存在し,毎年生産さ

れるなど安定的に利用可能なことが必要である。北海道のバイオマス

賦存量の内(北海道,2006),家畜排せつ物が全体の半分と圧倒的に多く,
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全国の２割以上を占めている。また,第 4 章,第 5 章で記述するが,ビー

トトップや河川堤防刈草などもまとまった量が存在している。 

 
(２ ) 経済的に収集・利用可能なこと  

素材価格が無償あるいは逆有償(廃棄物では処理料をもらえる)であ

り,収集・輸送経費が安いこと,また,前処理に大きな経費を必要としな

いことが条件としてあげられる。一般的に地域に分散して賦存してい

るバイオマスをエネルギー利用するために独自に収集することは経済

的でないし,採算性が取れない場合が多い。これに比べて一連の農作業

や公共物の管理作業の一環として収集し,無償あるいは逆有償である

バイオマスは採算性が取り易い。 

 
(３ ) 消化液の農地還元に問題がないこと  

北海道におけるバイオガスシステムの採算性の前提条件は,広い農

地に消化液を散布できることにある。消化液を農地還元できないと河

川放流可能なレベルまで浄化する必要があるが,この際には多大なコ

ストが掛り,採算性が大きく悪化する。また,副資材に重金属などの有

害物質が含まれていると消化液を液体肥料として農地に還元できなく

なり,システムの前提が崩れる。混合メタン発酵により生産される消化

液に有害物質が基準以上に含まれないことを確認する必要がある。 

 
(４ ) 食料と競合しないこと  

日本の食料自給率は平成 24 年現在 39%(カロリーベース)と非常に低

く,食料と競合する副資材の利用については積極的に進められてはい

ない。ビートトップや青刈り稲などは飼料としての利用も考えられる

ため,エネルギー利用も含めて総合的に比較して利用方針を決めるべ

きものと考える。 

なお,日本においても,農業従事者の高齢化など担い手不足による耕

作放棄地の増加や水田フル活用に向けた米政策の見直し等農政の大き

な転換期の中,非常時には食料や飼料に活用できる作物,例えば青刈り

稲をエネルギー作物と位置付けて栽培を奨励することは国土の保全上

からも食料及びエネルギーの安全保障上からも有効なものと考える。 

 

 以上からバイオガスの混合メタン発酵に適した副資材としては,地

域に存在する廃棄物系バイオマス(家庭生ごみ,食品加工残渣,農産物

残渣,浄化槽汚泥,BDF 生産時に出る廃グリセリン等)や休耕田で青刈
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り稲やビートトップ,公共事業由来の河川堤防刈草,耕作放棄地の雑草

等未利用草本系バイオマスが考えられる。リグニン化した木質バイオ

マスでは前処理に課題がある。また,水産物残渣については副資材とし

ての利用可能性が高いが,物によっては消化液としては重金属などが

含まれるものもあり注意することが必要である。  

 
３ -４ まとめ  

 バイオガスシステムの普及・定着のためには経営収支の改善が第

一であるとの認識から,FIT 制度創設以降売電価格が上昇安定したこ

とを踏まえ,発電量を増加させるために,地域に存在する未利用バイオ

マスと家畜ふん尿との混合メタン発酵に関する国内・海外の研究動向

について整理した。この結果,国内では,食品加工残渣や生ゴミ,浄化槽

汚泥,BDF 製造時にできる廃グリセリンと家畜ふん尿の混合メタン発

酵についての報告はあるが,未利用草本系バイオマスに関する報告,特

にサイレージ化した草本系バイオマスについての知見が乏しいことが

分かった。 

また,混合メタン発酵に適した副資材の要素として①地域に相当数

賦存していること,②経済的に収集・利用可能なこと,③消化液の農地

還元に問題がないこと(安全性),④食料と競合しないことの 4 項目を

あげた。 

本研究の成果は,図 3-1 に記載した他の未利用草本系バイオマスに

も応用可能な内容である。 
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1図3-1 バイオガスシステムでの混合発酵
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第４章 ビートトップサイレージに関する研究 

 

４-１ 研究の目的 

国産のビートは 2011 年現在そのほぼ 100%が北海道の 60,500ha の農

地で 350 万 t 生産されており,その 45%は十勝産である。ビートの茎葉

部(ビートトップ:以降 SBT と記す)はビート全体の 40～50%の重さがあ

り,十勝では毎年 88 万 t の賦存量がある。SBT は家畜の餌として利用

することが可能であるが(高橋,2012),現状ではほとんど利用されてお

らず,そのほとんどがビート収穫時に切除され,畑に鋤きこまれている

のが現状である。 

Umetsu et al(2006)によれば SBT は混合メタン発酵に適した材料で

あるが,SBT をエネルギー利用する場合には長期に保存することが課

題と報告されている。一般的に SBT はサイレージとして数週間から数

ヶ月にわたって腐敗しないよう保存することができ,必要なときに飼

料としてあるいはエネルギー生産に使うことが出来る。しかし,SBT の

サイレージとしての貯蔵期間がバイオガスの生成にどのような影響を

与えるかは分からなかった。Demirel et al (2008)は SBT サイレージ

から生成されたメタンガスについて研究しているが,家畜ふん尿との

混合メタン発酵については触れていない。この研究では,STB サイレー

ジは窒素・リン酸成分や緩衝容量の少ない材料であり,SBT サイレージ

を経済的に利用するためには,必須栄養素や緩衝容量の大きな材料を

加えてやることが効果的であると報告している。この意味で SBT サイ

レージと家畜ふん尿との混合メタン発酵では,家畜ふん尿が微生物の

成長にとって優れた栄養源や中性を保つための緩衝容量としての役割

を担う優れた方法である。乳牛ふん尿と SBT サイレージとの混合メタ

ン発酵については Fang et al (2011),Lehtomäki et al (2007),Umetsu 

et al (2006)の報告があるが,乳牛ふん尿と SBT サイレージの混合メタ

ン発酵における適切な混合割合や発酵阻害が起きる限界投入割合につ

いては,触れられていない。それ故に,この研究の目的を乳牛ふん尿と

SBT サイレージの混合メタン発酵における①乳牛ふん尿と SBT サイレ

ージとの最適混合割合を見いだすことと②バイオガス生成能と有機物

減量に関する SBT サイレージの貯蔵期間の影響を明らかにすることと

している。 
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４-２ 材料と方法 

４-２-１ 材料 

乳牛ふん尿は北海道士幌町の酪農家から収集し ,固液分離後の液分

を用いた。種汚泥は帯広畜産大学構内にある農家規模のバイオガスプ

ラントのスラリーを用いた。ビート(北海 87)トップは北海道農業研究

センターから得た。SBT サイレージは,貯蔵期間が 120 日間のもの(以

下,サイレージⅠと記述),210 日間のもの(以下,サイレージⅡと記述)

の 2 種類を用いた。また,SBT サイレージは混合発酵試料として発酵槽

へ投入までの間,発酵が進まないように 4℃で保存した。種汚泥,乳牛

ふん尿,SBT サイレージの性状を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 実験材料の性状 

 TS (%) VS (%) TVFA (mg/Ｌ) 

乳牛ふん尿 4.4a ± 0.1 3.5 ± 0.1 1650.3 ± 11.1 

SBT サイレージⅠ 

(120 日貯蔵) 
15.1 ± 0.0 12.4 ± 0.1 1086.2 ± 8.3 

SBT サイレージⅡ 

(210 日貯蔵) 
14.6 ± 0.0 12.0 ± 0.1 1106.5 ± 0.8 

種汚泥 3.3 ± 0.1 2.2 ± 0.1 29.0 ± 6.1 

 注： a 測定値±標準偏差(n=４) 

 

４-２-２ 混合メタン発酵試験 

家畜ふん尿と 2 種類の SBT サイレージの混合メタン発酵試験には,

容量 1L の回分式発酵槽を用いた。ポリエチレン容器の蓋に直径３０㎜

の穴をあけ,そこの中心を通る直径約５㎜の穴をあけたゴム栓を差し

込んで気密にした。ゴム栓にプラスチックのコネクタをつけ,シリコン

チューブの先にガスバックを取り付けた(図 4-1)。 

表 4-2 に発酵槽に投入した実験材料の種類と割合を示した。実験材

料は,湿潤重量で種汚泥から 300g と原料(乳牛ふん尿＋SBT サイレー

ジ)が 300g の合計 600g とした。対照区は原料 300g をすべて乳牛ふん

尿とした。実験区は、原料に占める 2 種類の SBT サイレージの割合が

40%,60%,80%,100%となるように混合した。なお,これら SBT サイレージ

の割合は, 予備実験(混合割合 30%,40%,50%)におけるメタンガス発生

量の増加状況によって決定した。発酵期間は 21 日間とし,その間,新た

な原料の投入は行わなかった。発酵槽は恒温水槽に入れ 55±１℃で管

理し,毎日２回手動で撹拌した。すべての発酵槽は十分に密閉した。 
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図 4-1 実験装置 

 

表 4-2 実験材料の乳牛ふん尿と SBT サイレージとの混合割合 

  

 サイレージ 

の 混 合 割 合

(%) 

種汚泥  

(g) 

乳 牛 ふ

ん尿  

(g) 

SBT  

サ イ レ

ージ(g) 

対照区(ふん尿のみ) - 300 300 0 

ふん尿と SBT サイレ

ージ I との混合物 

40%区 300 180 120 

60%区 300 120 180 

80%区 300 60 240 

100%区 300 0 300 

ふん尿と SBT サイレ

ージⅡとの混合物 

40%区 300 180 120 

60%区 300 120 180 

80%区 300 60 240 

100%区 300 0 300 

 

４-２-３ 測定と分析 

(１) 固形分濃度及び有機物濃度 

実験開始前の混合試料と実験終了時の発酵試料の固形分濃度(TS)

は,湿潤重量 W の試料を 105℃のオーブン(YAMATO drying oven DX600)

で 24 時間乾燥させ乾燥重量 D を測定し,以下の式から算出した。 
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 TS(%)=D/W×100 

 

有機物濃度(VS)は,湿潤重量 W の試料を 600℃の強熱オーブン(YAMATO 

ELECTRIC FURANCE model FA-21)で 4 時間強熱をかけ,デシケーターで

常温に冷やした後に灰物重量 A を測定し,以下の式で算出した。 

 

 VS(%)=(D－A)/W×100 

 

(２) ガス等の測定 

バイオガス生成量は 1 日 1 回湿式ガス流量計 (品川計器製作所 

WE-1B)により測定した。バイオガス中の H2,O2,N2,CO2,CH4 は,熱伝導が測

定可能で 80/100 メッシュシリカゲルが充填されたステンレス製のスチ

ールカラム(3mm×2m)によるガスクロマトグラフ(SHIMDAZU:GC‐14A)で

測定した。キャリヤガスには He ガスを 28ml/min で用いた。インジェ

クターと装置の温度はそれぞれ 80℃と 120℃とした。カラム温度は 80℃

とした。揮発性脂肪酸濃度(VFA)は,Shim-pack SGR-108H を用い高速液

体クロマトグラフ(SHIMADZU HPLC(LC-10A))で,Lateef et al の方法に

より計測した。pH はガラス電極式水素イオン濃度指示計(HORIBA D-52)

で測定した。 

 

４-２-４ データ解析 

それぞれの実験結果から ,累積バイオガス生成量 (L),累積メタンガ

ス生成量(L),有機物当たりメタンガス生成量(L/gVS),有機物減量を求

めた。結果を相互に比較するため,累積メタンガス生成量を以下の式に

当てはめ,Microsoft Excel2010 の solver 機能を使い,パラメーターを

求めた。 

 

β＝β０(１－e― kT) 

  β：累積ガス生成量(L) 

  β０：最大ガス生成量(L) 

    ｋ：ガス生成率(/日) 

T：時間(日) 

 

 

４-３ 結果および考察 

４-３-１バイオガス生成量 
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 図 4-2 にバイオガスの累積生成量を示す。バイオガス生成量と SBT

サイレージの混合割合には関連性が認められた。サイレージⅠでは

40%区,60%区においては 21 日間のバイオガス生成量の 89.7～90.1%が

12 日間で発生している。サイレージⅡでは 40%区,60%区,80%区におい

て 21 日間のバイオガス生成量の 93.2～94.8%が 12 日間で発生してい

る。しかし,サイレージⅠの 80%区,100%区およびサイレージⅡの 100%

区では 6 日間でバイオガスの発生が止まっている。これは,サイレージ

投入量が多かったことから試料の有機物負荷が高まり,発酵阻害が発

生したものと思われる。高い有機物負荷量による発酵阻害については,

アルファルファサイレージについて Nordberg et al(2007)が,他の作

物と乳牛ふん尿の混合発酵について Comino et al(2010)が報告してい

る。これに対して,サイレージⅠ・Ⅱともに 40%区および 60%区では,

バイオガス生成量は次第に増加し,乳牛ふん尿だけの対照区に比べ高

い値を示した。最大の累積バイオガス生成量は 60%区で得られ,それぞ

れサイレージⅠでは 14.9Ｌ,サイレージⅡでは 13.7L であった。 

 

４-３-２ メタン生成量と有機物分解率 

 図 4-2 にメタンガスの累積生成量を表す。サイレージⅠの 40%区と

60%区の累積メタンガス生成量は,乳牛ふん尿のみの対照区と比較して

多かった。また,サイレージⅡにおいても,累積メタンガス生成量は対

照区より 40%区,60%区,80%区で多かった。サイレージⅠの 40%区,60%

区の累積メタンガス生成量はそれぞれ 8.82L,8.99L であり,対照区の

2.6,2.7 倍であった(表 4-3) 。サイレージⅡの 40%区,60%区,80%区の

メタンガス生成量はそれぞれ 7.55L,8.63L,6.84L であり,対照区より

それぞれ 2.2,2.6,2.0 倍多かった。これは家畜ふん尿よりも有機物濃

度の高い SBT サイレージの比率が増加することにより,試料の有機物

濃度が高まりメタン生成量が増加したものと思われる。また,SBT サイ

レージの比率が 60%以上に増加すると累積メタン生成量が減少してい

ることから,SBT サイレージの比率 60%がメタン生成の抑制境界となっ

ている。 
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a. STB サイレージⅠ                              b. STB サイレージⅡ                                                               

 

 

c.STB サイレージⅠ                                d. STB サイレージⅡ                                                          

 

図 4-2 累積バイオガス・メタンガス生成量 

凡例(●：対照区、▲：40％区、■：60％区、○：80％区、◇：100％区) 
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表 4-3に乳牛ふん尿と SBTサイレージの VSあたりのメタンガス生成量

を示す。VS あたりの累積メタンガス生成量は SBT サイレージ 40%区で

最 も 多 く , サ イ レ ー ジ Ⅰ で は 0.422L/gVSa, サ イ レ ー ジ Ⅱ で は

0.377L/gVSa であり,この結果は乳牛ふん尿と SBT サイレージの混合メ

タン発酵では SBT サイレージ 40%が最適な混合割合であることを示し

ている。SBT サイレージ 60%区の VS あたりの累積メタンガス生成量は

サイレージⅠでは 0.337L/gVSa,サイレージⅡでは 0.335L/gVSa であっ

た。 

 

表 4-3 メタンガス生成量と有機物分解率 

  

サ イ レ ー ジ

の 混 合 割 合

(%) 

メ タ ン

ガ ス 生

成 量 

(Ｌ) 

VS a あた

り の メ

タ ン ガ

ス 生 成

量 ( Ｌ

/gVSa) 

VS(SBT サ

イレージ) 

あ た り の

メ タ ン ガ

ス 生 成 量

(Ｌ/gVS) 

有 機 物

分 解 率 

(%) 

対 照 区 ( ふ

ん尿のみ) 
- 3.38 0.361 - 65 

ふ ん 尿 と

SBT サイレ

ージ I との

混合物 

40%区 8.82 0.422 0.455 57.0 

60%区 8.99 0.337 0.341 52.2 

80%区 2.04 0.069 0.046 27.3 

100%区 0.12 0.003 0.003 18.4 

ふ ん 尿 と

SBT サイレ

ー ジ  Ⅱ と

の混合物 

40%区 7.55 0.377 0.382 57.4 

60%区 8.63 0.335 0.336 50.0 

80%区 6.84 0.22 0.213 32.9 

100%区 0.02 0.001 0.001 14.4 

注： VS a はふん尿とサイレージ総量 

 

これらの値は Lehtomäki et al(2007)が乳牛ふん尿と SBT との混合

発酵で得た 0.133～0.229L/gVS や乳牛ふん尿と牧草サイレージとの混

合メタン発酵の 0.143～0.268L/gVS,Xie et al(2011)が豚ふん尿と牧

草サイレージとの混合発酵で得た 0.267～0.304L/gVS と比較しても大

きな値であった。SBT サイレージ投入 VS 当たりの累積メタンガス生成

量は SBT サイレージの混合割合が増えるとともに減少する傾向を示し
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た。乳牛ふん尿と SBT サイレージとの混合メタン発酵においては,高い

混合割合ではメタン生成量を抑制する効果があることが重要な点であ

る。40%区では SBT サイレージとふん尿 TS あたりのメタンガス生成量

はサイレージⅠで 0.337L/gTS,サイレージⅡで 0.299L/gTS である。梅

津ら(2006)が乳牛ふん尿と生のビートトップを用いた 0.299L/gTS に

比べて今回の結果は各々13.5%,0.7%大きい。Neureiter et al (2005)

や Woodard et al(1991),Alkaya et al (2011)が過去に測定したサイ

レージ化した作物のメタン生成能は生のものと同じか大きいとの報告

と同様の結果であった。 

 有機物分解率は,バイオガスやメタンの生産と関係しているように

は見えない。ふん尿のみの対照区ではバイオガスやメタンの生成量が

サイレージとの混合区より少ないが,有機物分解率は最も高い 65%で

ある。ふん尿に対して SBT サイレージの比率が大きくなるにつれて,

有機物分解率は低下している。乳牛ふん尿と SBT サイレージの混合物

で,有機物分解率が最も高い値は 40%区で出現しており(サイレージⅠ

で 57.0%,サイレージⅡで 57.4%),メタン生成能とともに有機物分解能

でも SBTサイレージ 40%が最適な混合割合であると言える。40%区や 60%

区の有機物分解率は Lehtomäki et al (2007)や Xie et al(2011)によ

る家畜ふん尿とサイレージ混合メタン発酵に関する過去の研究結果と

一致する。 

 SBT サイレージの貯蔵期間のメタン発酵に対する影響を検討するた

めに,サイレージⅠとサイレージⅡの 40%区,60%区のバイオガスとメ

タンガスの生成量を比較した(図 4-3)。この結果,40%区ではサイレー

ジⅠとⅡの差は少しみられたが,60%区ではほとんど同じであった。同

じく有機物分解率においても,サイレージⅠとⅡでは差はみられなか

った。このことから,SBT サイレージの貯留期間はメタン発酵に影響を

与えていないことを示しており,SBT サイレージを望む期間貯留し,望

むときに使うことができると言える。 
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a.40％区 

  

b.60％区 

  

図 4-3 貯蔵期間の異なるサイレージのバイオガス・メタンガス生成量の比較 

凡例（▲：サイレージⅠ(120 日貯蔵)40％区、△：サイレージⅡ(210 日貯蔵)40％区、 

■：サイレージⅠ60％区、□：サイレージⅡ60％区） 
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４-３-３ データ解析 

 発酵阻害となった実験区は除き,累積メタンガス生成量の実験デー

タを基に数値解析を行った。計算されたパラメーターが表 4-4 である。

β０はサイレージⅡの 80%区を除いて SBT サイレージの混合割合が増

加するとともに増えている。この結果は SBT60%区がメタンガス生成抑

制の重要な境界点であることを示している。実験で測定された累積メ

タンガス生成量を比較するには,対応するβ０は有益な情報である。対

照区と 40%区においては実験で測定された総メタン生成量は算出した

β０と良く合っており,60%区ではβ０より 2.2～2.9%小さく,同じくサ

イレージⅡの 80%区では 6.2%小さな値であった。 

 

表 4-4 実験データにより算出されたパラメーター 

  

サイレージ

の混合割合

(%) 

β総メタ

ン生成量 

(L) 

β 0 最大

ガス生

成量(L) 

k ガス生成

率 (日 -1) 
R2 

対 照 区 (ふん

尿のみ) 
- 3.39 

3.37  

± 0.00 

0.202  

± 0.001 
0.9938 

ふん尿と SBT

サイレージ I

との混合物 

40 8.82 
8.80  

± 0.01 

0.199  

± 0.003 
0.9880 

60 8.99 
9.20  

± 0.01 

0.161  

± 0.001 
0.9862 

ふん尿と SBT

サ イ レ ー ジ 

Ⅱとの混合物 

40 7.55 
7.52  

± 0.01 

0.238  

± 0.003 
0.9868 

60 8.63 
8.89  

± 0.01 

0.163  

± 0.002 
0.9809 

80 6.84 
7.29  

± 0.03 

0.128  

± 0.002 
0.9494 

 

 算出されたｋは SBT サイレージの混合率が大きくなるにつれて減少

した。最大値はサイレージⅡの 40%区で 0.238/日であった。メタン生

成能の高い効果的なメタン発酵を行うためには混合率 40%を限界とす

べきである。実験で得たｋ(0.128～0.238/日)は,梅津ら(2006)が生の

SBT と乳牛ふん尿との高温メタン発酵について報告している値(0.183

～0.204/日)と矛盾しない。しかし,Alkaya et al (2011)がビート工場

の排水とビートパルプの中温メタン混合発酵で得られた値は,今回の

数値より小さい 0.081～0.135/日と報告されている。これは,高温メタ
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ン発酵と中温メタン発酵では異なる微生物が関係していることによる

ものと思われる。表 4-4 に示された高い相関係数 R2 で分かるように実

験データと数値解析値は良く一致している(図 4-4)。 

 

a.サイレージⅠ 

 

 

b.サイレージⅡ 

 

 

図 4-4 実験データにより求められた回帰曲線 

凡例（●：対照区、▲：40％区、■：60％区、○：80％区、◇：100％区） 
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 以上の結果から,乳牛ふん尿と SBT サイレージとの混合メタン発酵

においては,メタンガス生成能に対する SBT サイレージの最適混合割

合は 40%と思われる。 

 

４-４ まとめ 

本章では北海道十勝に多く賦存する未利用草本系バイオマスである

ビートトップサイレージと乳牛ふん尿との混合メタン発酵について ,

実験室での試験結果を報告した。 

メタン生成能では,乳牛ふん尿に対して SBT サイレージが 60%混合し

た材料(60%区)で最も多くのメタンガスを発生させた。VS あたりのメ

タンガス生成能や有機物分解率から，40%混合した材料(40%区)の混合

発酵が,最も効率的であった。また，貯蔵期間の短いサイレージと長い

サイレージⅡとのメタンガス生成能の比較では,大きな差は認められ

なかった。このことは,サイレージの貯蔵期間は,SBT サイレージと乳

牛ふん尿の混合発酵におけるバイオガス生成やメタン生成に大きな影

響を与えていないことを示しており,それ故に,SBT サイレージと乳牛

ふん尿はメタン生成能の低下を考慮することなしに,望む時に使うこ

とができると言える。 
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第 5 章 河川堤防刈草サイレージに関する研究 
 
５-１ 研究の目的 
 河川の堤防や道路の法面等公共施設の管理を行う際に多量の刈草が発生する。 
北海道の一級河川を管理する北海道開発局のホームページ(2014)によれば,全道

では 2700 万ｍ２(H22 データ)で刈取り後集草処理されており,その一部は草刈バ

ンクと称して,家畜の敷料や有機肥料の原料等として必要とする自治体・農協・

農家等に無償提供し利用してもらっている。しかし,草刈りバンクとして利用さ

れる以外の刈草は一般廃棄物として処理費をかけて焼却処分されているのが実

態である。 
これらの刈草は貴重なバイオマス資源であり,地域で有効利用することが,公

共施設の管理費節減にもなり,地球温暖化対策等環境上も有効である。本研究で

は河川堤防刈草をこれまでの敷料や肥料としての利用に加え,地域に存在する家

畜ふん尿を対象としたバイオガスシステムでの混合メタン発酵への副資材とし

ての有効性を検証するものである。 
この研究の推進に当たっては,材料採取及び草種内訳,成分特性については北

海道開発局帯広開発建設部帯広河川事務所が,サイレージ化から発酵試験までを

帯広畜産大学畜産衛生学研究室が分担して行った。 
 

５-２ 材料と方法 
５-２-１ 材料 
(１) 堤防刈草サイレージ 
 平成 25年 8月 6日に十勝川水系一級河川札内川愛国大橋付近の堤防から２種

類の試料を採取した(図 5-1)。一つは表 5-1に示すマメ科やイネ科の多年生雑草

の混合物で以降一般雑草と表記する,もう一つはタデ科の多年生作物で場所に

よっては 2m ほどの高さに成長するオオイタドリ(図 5-2)とした。両者の採取時

の成分特性を表 5-2に示す。 

      
 

  図 5-1刈取状況                 図 5-2オオイタドリ 
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表 5-1 一般雑草の草種内訳 

草  種 学  名  等 

アカクローバー Triolium pratense マメ 科 

シロクローバー Triolium repens マメ 科 

クサフジ Vicia cracca マメ 科 

イタリアンライグラス Lolium multiflorum Lam イネ科 

オーチャードグラス Dactylis glomerate イネ科 

ヒメジオン Erigeron annuus キク科 

オオヨモギ Artemisia montana キク科 

エゾノギシギシ Rumex obtusifolius タデ科 

イグサ Juncus effusus L. var. decipens Buchen イグサ科 

 
表 5-2 雑草およびサイレージ化した雑草の成分 

含有率(現物中%)  

 

オオイ タ ド

リ  
一般雑草 

オ オ イ タ

ド リ サ イ

レージ 

一 般 雑 草  

サイレージ 

水分 77. 283 76. 925 73. 200 72. 400 

乾物 22. 717 23. 075 26. 800 27. 600 

CP(粗タンパク )  2. 383 3. 200 2. 400 3. 200 

粗灰分 1. 708 2. 150 1. 700 2. 400 

EE(粗脂肪)  0. 533 0. 625 0. 500 0. 800 

NDF( 中性デタージェント 繊維)  12. 517 14. 500 16. 400 18. 600 

ADF( 酸性デタージェント 繊維)  9. 933 8. 258 14. 100 11. 900 

ADL(酸性デタージェ ント リ グニン )  2. 958 1. 133 4. 900 2. 200 

NFC 

(非繊維性炭水化物)  
6. 575 3. 667 7. 300 3. 600 

Ca 0. 248 0. 093 0. 210 0. 100 

P 0. 038 0. 055 0. 040 0. 060 

Mg 0. 049 0. 048 0. 060 0. 050 

K 0. 310 0. 286 0. 300 0. 320 

K/( Ca+Mg)  1. 093 2. 072 1. 111 2. 133 

OCC(細胞内容物)  5. 092 7. 350 5. 000 6. 000 

OCW(総繊維)  15. 950 13. 592 20. 200 19. 200 
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Oa(高消化性繊維)  0. 600 1. 042 0. 100 0. 900 

Ob(低消化性繊維)  15. 350 12. 550 20. 100 18. 300 

アンモニア態窒素 
  

0. 000 0. 020 

酪酸 
  

0. 000 0. 000 

乳酸 
  

0. 010 1. 360 

酢酸 
  

0. 040 0. 050 

プロピオン酸 
  

0. 000 0. 000 

 
これら 2 種類の試料を採取後に 50 ㎜片に細断し,乳酸菌製剤(雪印種苗

Si-master)を一般的なサイレージ調整の規定量(0.05%)加えて混合した後,10L

の容器に鎮圧,脱気しながら投入し,吸気することで嫌気状態とし,3 カ月間発酵

させてサイレージ化した。 
発酵試験前に,5㎜片程度に細断機(小型高速細断機)で細断した。 
 

(２) 乳牛ふん尿 
乳牛ふん尿は帯広畜産大学フィールド科学センター内畜糞ピットから採取

した。固形分濃度が高く,流動性が小さいため,有機物濃度が 6%になるように加

水調整した。 
 

(３) 消化液 
メタン発酵のスターターとして,足寄町新妻牧場バイオガスプラント(高温発

酵)の消化液を採取して用いた。  
 

５-２-２ 混合発酵試験 
(１) 実験方法 
調整された試料を 4-2-2と同一のポリエチレン容器に入れ密封し,55±１℃で

管理された恒温水槽に入れた。試料を１日 1 回ガラス棒にて撹拌した。ガスバ

ックに空気が混入しないようにシリコンチューブをクリップで止めて交換し,

たまったガス成分及び量を１日 1回 30日間測定した。 

 
(２) 試験区 
表 5-3に発酵槽に投入した実験材料の種類と割合を示した。実験材料は,種汚

泥としての消化液とサイレージ,乳牛ふん尿の湿潤重量の合計が 600g になるよ

うに,それぞれの割合を変えて A～Lの 12の試験区とした。種汚泥はすべての試

験区で用いたが、細断しないサイレージを用いたもの,堤防刈草サイレージのみ

用いたもの（以降単発酵と表記する）,乳牛ふん尿のみ,種汚泥のみの対照区も
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設定した。 

 
表 5-3 試験区区分 

投入量（ｇ） 

 

記

号 

サイレージ

混合割合(%) 
消化液 

サイレ

ージ 

乳牛ふ

ん尿 
総量 VS (%) 

オオイタ

ドリサイ

レージ 

A 10% 300 30 270 600 6.71 

B 20% 300 60 240 600 7.71 

C 40% 300 120 180 600 9.70 

D 
細断なし

(27%) 
435 45 120 600 7.08 

E 
単発酵

(100%) 
540 60 0 600 7.48 

一般雑草

サイレー

ジ 

F 10% 300 30 270 600 6.77 

G 20% 300 60 240 600 7.82 

H 40% 300 120 180 600 9.93 

I 
細断なし

(27%) 
435 45 120 600 7.17 

J 
単発酵

(100%) 
540 60 0 600 7.6 

対照区 

K 
糞尿のみ 

(0%) 
300 0 300 600 5.72 

L 
消化液のみ

(0%) 
600 0 0 600 5.43 

サイレージ混合割合(%)=サイレージ/(サイレージ＋乳牛ふん尿)×100 

 

５-２-３ 測定・分析と解析 
 第 4章(4-2-3,4-2-4)と同一の方法で測定・分析と解析を行った。 

 

５-３ 結果および考察 
５-３-１ 固形分濃度および有機物濃度   

各試験区の試料の発酵前と発酵後の固形分濃度(TS)および有機物濃度(VS)

を表 5-4に示す。固形分濃度(TS)および有機物濃度(VS)は混合発酵区ではサイ

レージ投入量が多いほど大きな値を示した。また,一般雑草とオオイタドリと

の比較では一般雑草のほうが大きな値を示した。 



44 
 

表 5-4 固形分濃度および有機物濃度 

試験区 
開始前 終了後 

TS VS TS VS 

A 7. 95 6. 82 5. 49 4. 25 

B 8. 98 7. 81 5. 81 4. 62 

C 11. 04 9. 77 8. 15 7. 18 

D 8. 43 7. 13 4. 54 3. 34 

E 8. 92 7. 48 6. 91 5. 49 

F 8. 03 6. 88 5. 27 4. 06 

G 9. 14 7. 92 6. 27 4. 94 

H 11. 37 10. 01 7. 71 6. 30 

I  8. 56 7. 22 5. 24 4. 00 

J 9. 09 7. 60 5. 85 4. 52 

K 6. 92 5. 84 5. 89 3. 86 

L 6. 85 5. 43 5. 95 4. 46 

 
TS: 固形分濃度( %)  VS: 有機物濃度( %)  
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５-３-２ バイオガス生成量 
(１)  混合発酵区と単発酵区との比較 
 表 5-5 に混合発酵区と単発酵区でのバイオガス生成量を示した。サイレージ

と乳牛ふん尿を投入した混合発酵区のほうが同じ量のサイレージを投入した単

発酵区より多くのバイオガスが発生した。 
 

表 5-5 混合発酵区と単発酵区での発生バイオガス量比較 

試験区 草種 条件 

サイレー

ジ投入量

(g) 

バイオガ

ス生成量 

(L) 

β0   

(L) 

k   

(day-1) 
R2 

B 
オオイタ

ドリ 
混合発酵 60 10.556 10.413 0.193 0.992 

E 
オオイタ

ドリ 
単発酵 60 4.593 4.433 0.186 0.96 

G 一般雑草 混合発酵 60 13.877 13.812 0.2 0.996 

J 一般雑草 単発酵 60 7.986 7.745 0.227 0.991 

 
 

図 5-３ 混合発酵と単発酵の比較 
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(２)  サイレージの細断の有無による比較 
 表 5-6 にサイレージの細断の有無によるバイオガス生成量の比較試験結果を

示した。細断したサイレージを 30g,60g 投入した試験区と細断しないサイレー

ジを 45g投入した試験区の比較から,サイレージは細断することによりバイオガ

ス生成量が増加することが分かった。 

 
表 5-6 サイレージの細断の有無による発生バイオガス量の比較 

試

験

区 

草種 
サイレージ 

細断 

サイレージ 

投入量(ｇ) 

バイオガス 

生成量(L) 

β0   

(L) 

k  

(day-1) 
R2 

A 
オオイタ

ドリ 
あり 30 9.103 8.971 0.202 0.99 

B 
オオイタ

ドリ 
あり 60 10.556 10.413 0.193 0.992 

D 
オオイタ

ドリ 
なし 45 5.373 5.095 0.221 0.964 

 
 

 

 
 
 
 
 

図 5-4 サイレージ細断の有無によるバイオガス生成量の比較 

(オオイタドリサイレージ) 
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(３)  サイレージ投入量および雑草種による比較 
 図 5-5,図 5-6 にオオイタドリおよび一般雑草の異なるサイレージ投入量にお

けるバイオガス生成量を示した。2種類共にサイレージの投入量が多くなるほど

バイオガスの発生が多くなることがわかった。また,オオイタドリに比べて一般

雑草の方が多くのガスが生成された。なお,本実験の最大投入量である試験区 C

および H では 30 日間を経過してもまだ発酵が続いており,また発酵阻害も起き

ていないことから,もっと多く投入可能であると推定される。 

 
図 5-5 サイレージ投入量による比較(オオイタドリ) 
凡例 A:10%区,B:20%区,C:40%区,K:ふん尿のみ,L:消化液のみ  

図 5-６ サイレージ投入量による比較(一般雑草) 

凡例 F:10%区,G:20%区,H:40%区,K:ふん尿のみ,L:消化液のみ  
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(４)  有機物単位当たりのバイオガス生成量 
 投入有機物１ｇ当たりの 30日間の累積バイオガス発生量を図 5-7にて比較し

た。オオイタドリ(A～E)に比べ一般雑草(F～J)が,細断していないもの(D,I)に

比べ細断した試験区の方が大きい値を示したが,投入量の異なるオオイタドリ A

～Cおよび一般雑草 F～Hの試験区では大きな差は見られなかった。 

図 5-７ 投入 VS1gあたりのバイオガス発生量 

 
５-３-３ メタンガス濃度 
 表 5-5に 30日間で発生したバイオガス中のメタンガス濃度を示した。 

一般雑草(F～J)のサイレージの濃度がオオイタドリ(A～E)より高く,どちらも

投入量が多い方が濃度は低くなる傾向が見られた。一般雑草のサイレージ細断

無し(I)および消化液のみ(L)の濃度は他に比べ低い値を示した。 

 
表 5-7 累計メタンガス濃度 

 オオイタドリ 一般雑草 対照区 

  
A 

(10%) 

B 

(20%) 

C 

(40%) 

D 

(27%) 

E 

(100%) 

F 

(10%) 

G 

(20% 

H 

(40%) 

I 

(27%) 

J 

(100%) 

K 

(0%) 

L 

(0%) 

メ タ ン

ガ ス 濃

度(%) 

59.9 50.2 46.9 53.1 51.7 64.1 61.0 55.6 42.1 56.7 55.5 34.1 
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５-３-３ メタンガス生成量 
(１) 混合発酵区と単発酵区との比較 
 図 5-7,5-8 にオオイタドリと一般雑草それぞれの混合発酵区と単発酵区での

メタンガス生成量を示した。バイオガス生成量と同様に２種類ともサイレージ

投入量が等しい混合発酵区と単発酵区では混合発酵区のほうが多くのメタンガ

スが発生した。 

図 5-7 混合発酵と単発酵によるメタンガス生成の比較 

(オオイタドリ) 

 
図 5-8混合発酵と単発酵によるメタンガス生成の比較 

(一般雑草) 
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(２) サイレージの細断の有無による比較 
 図 5-9,5-10にサイレージの細断の有無によるメタンガス生成量の比較試験結

果を示した。バイオガス発生量と同様に,細断したオオイタドリおよび一般雑草

サイレージ 30g,60g投入区と細断しない 45g投入区の比較から,サイレージは細

断することによりメタンガスの発生が増加することが分かった。 

 

  図 5-9   細断の有無によるメタンガス生成の比較 

(オオイタドリ) 

 

 



51 
 

 

     図 5-10 細断の有無によるメタンガス生成量の比較 

               (一般雑草) 
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(３) サイレージ投入量および雑草種による比較  
 図 5-11,5-12 にオオイタドリと一般雑草それぞれのサイレージ投入量による

メタンガス生成量の比較を示した。オオイタドリのサイレージを使用した試験

区(A～C)においては,サイレージの投入量によるメタンガス発生量の差は大きく

ないが一般雑草(F～H)では投入量が多くなるほど,メタンガスの発生量が増える

傾向が見られた。いずれの試験区でも消化液のみ(L)およびふん尿のみ(K)の対照

区から発生したメタンガスより多い値を示した。 

  

図 5-11 投入量の違いによるメ タンガス生成量の比較(オオイタ ド リ )  

凡例 A:10%区,B:20%区,C:40%区,K:ふん尿のみ,L:消化液のみ 

図 5-12 投入量の違いによるメタンガス生成量の比較(一般雑草) 

凡例 F:10%区,G:20%区,H:40%区,K:ふん尿のみ,L:消化液のみ 
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(４) メタンガス生成量及びパラメーター等の比較 
 
 表 5-8にすべての試験区の累積メタンガス生成量と近似曲線のパラメーターを

示した。累積メタンガス生成量では,ふん尿のみの対照区に対して,混合割合 40%

では一般雑草で 2.6倍、オオイタドリで 1.3倍のメタンガスが発生しており,草

種の違いによりメタンガス生成能が大きく異なることが分かった。 

 また,近似曲線と実測値は高い相関係数を示しており,異なる草種等のメタン

発酵特性は近似曲線のパラメーターβ０やｋを比較することで可能であること

が分かった。 

 

記号 投入物
細断の
有無

サイレージ
の混合割合

（％）

β累積メ
タンガス
生成量
（L）

β０最大メタ

ンガス生成
量（L）

k ガス生
成率

（日-1）
R2

A オオイタドリ 有 10 5.105 5.049 0.247 0.9890
B 々 々 20 5.431 5.452 0.210 0.9946
C 々 々 40 5.498 5.494 0.157 0.9931
D 々 無 27 2.649 2.553 0.324 0.9739
E 々(単発酵） 有 100 4.593 5.452 0.284 0.9129
F 一般雑草 有 10 6.389 6.489 0.231 0.9940
G 々 々 20 7.901 7.958 0.214 0.9921
H 々 々 40 10.833 10.976 0.139 0.9883
I 々 無 27 3.194 3.383 0.369 0.9823
J 々(単発酵） 有 100 3.526 4.074 0.288 0.9878
K ふん尿のみ - 0 4.135 4.174 0.371 0.9625
L 消化液のみ - 0 0.621 0.638 0.230 0.9868

表5-8　メタンガス生成量の比較
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(５) 投入有機物単位当たりのメタンガス生成能 
 投入有機物１ｇ当たりの 30 日間の累積バイオガス発生量を図 5-13 にて比較

した。オオイタドリ(A～E)に比べ一般雑草(F～J)が,細断していないもの(D,I)

に比べ細断した試験区の方が大きい値を示した。 

 

図 5-13 投入 VS 1gあたりのメタンガス生成量 
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５-３-４ 有機物分解率 

 試験開始前の試料に含まれていた有機物量と,実験終了時の有機物量より,発

酵中に分解された有機物量を算出した。Aや Fといった投入有機物量の少ない試

験区ほど有機物分解率は高い傾向がみられた。投入有機物量が多い試験区では

分解率が低く,30 日間で分解されている有機物量が少ないため,滞留日数を延ば

せばさらに分解・発酵が進み,より多くのガスが発生したのではないかと推測で

きる。 

 

        図 5-14 有機物量および有機物分解率 
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５-３-５ pH 

 図 5-15に試験前後の試料の pHを示した。試験後の pHはいずれの試験区にお

いても 7.7～8.1 の値であり,消化液の適正とされている pH(7.5～8.0)の範囲に

ほぼ含まれた。過負荷やアンモニアなどを原因とする発酵阻害も見受けられな

かった。 

 

          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-15  pH変化 

 
凡例 左側白抜き:開始前,右側黒塗り:終了後 
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５-３-６  考察 

(１) バイオガス・メタンガス生成量 

実験結果より,①サイレージとの混合メタン発酵により,ふん尿のみの発酵に

比べバイオガス・メタンガス発生量は最大 2.6 倍に増加することが明らかとな

った。②また,一般雑草で顕著であったが,投入試料のサイレージ混合割合が多

くなるほどバイオガス・メタンガス発生量は多くなることが確認できた。この

原因として考えられるのは,サイレージはふん尿に比べ固形分濃度が高く多く

の有機物を含んでいることである(図 5-16)。メタン発酵では有機物が基質とな

る。投入したサイレージの量が多くなるほど含有有機物の量も多くなることか

ら,投入試料濃度が高くなるとバイオガス・メタンガスを生成するメタン菌の基

質が増加し,バイオガス・メタンガス生成量も増加したと考えられる。 

現存のバイオガスプラントの主な原料には乳牛ふん尿が利用されているが,

本実験においてはどの試験区も乳牛ふん尿のみを投入した試験区 K より多くの

バイオガス・メタンガスを発生しており,サイレージを混合することでバイオガ

スプラントにおいてより多くのバイオガス・メタンガスが得られると考察され

る。 

 

(２) 有機物分解 

オオイタドリのサイレージと一般雑草のサイレージでは,どの条件において

も一般雑草のサイレージを使用した試験区のほうが多くのバイオガス・メタン

ガスを生成した。オオイタドリのサイレージおよび一般雑草のサイレージの成

分分析の結果より,繊維成分の各含有率を図５－17に示した。オオイタドリのサ

イレージには一般雑草のサイレージに比べて,強固で分解しにくいリグニン成

分が多く含まれる。またメタン発酵で主要な基質となるセルロースの含有率は

低かった。これらが有機物分解の速度に影響を与え,バイオガス生成にも関わっ

てきたのではないかと考えられる。 

また,細断することにより累積バイオガス生成量が多くなっているが細断に

よって有機物がより分解しやすくなったものと推定される。なお,Pavel 

Kalač(2011)によれば,有機物分解に関しては草種のみならず採取時期が影響す

るとの報告がある,これは植物が成長するステージ毎にリグニンやセルロース

等の成分が変わることによるものであり,今後検証すべき項目である。 

 

 

 

 

 



58 
 

５-４ まとめ 

今回の実験結果から実験範囲ではサイレージ化した堤防刈草はメタン発酵を

阻害することはなく,乳牛ふん尿と混合メタン発酵することで,乳牛ふん尿単独

と比べて多くのバイオガス・メタンガスを得られることが明らかになった。ま

た,サイレージ投入量が多いほどメタンガス生成量は多くなること,投入量が同

じでも草種の違いによって一般雑草＞オオイタドリ,細断の有無では細断あり

＞細断無しの結果を得た。これらから堤防における刈草サイレージはバイオガ

スを生成する有用なエネルギー資源となることが示唆された。 

堤防雑草を家畜ふん尿と混合メタン発酵処理することは,堤防雑草の処理に

加えエネルギー生産もできる有効な手段であり,堤防雑草は期待の持てる資源

であるといえる。 

なお,実用化に向けた今後の課題として,①この研究が実験室レベルのもので

あり実際のバイオガスシステムでの検証が必要であること,②累積バイオガ

ス・メタンガス生成量が最も効率的に発生する最適投入量や発酵阻害が生じる

限界投入量はいくらか,③採取時期と累積バイオガス・メタンガス生成量の関係

如何,④家畜ふん尿と草本系バイオマスとの混合メタン発酵の実用可能で経済

的なシステムの構築等が残っており,今後の検討が必要である。 
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図 5-16 水分・固形分および有機物含有率 

図 5-17 オオイタドリサイレージと一般雑草サイレージの繊維成分の含有率 
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第６章 結言 

６-１ 研究のまとめ 
    北海道の酪農地帯で 1970年代から急激に進んだ多頭化の中で主に悪臭や水質

問題の解消のために導入が検討され,1995 年頃から一部農家レベルまで導入さ

れたバイオガスシステムは 2004 年には導入数がピークを迎え,その後廃止・休

止する施設もあるなど,広範に普及・定着するまでには至らなかった。その後の

東日本大震災に伴う東京電力福島第１原子力発電所の事故により日本のエネル

ギー政策は転換期を迎え,新たなエネルギー基本計画において再生可能エネル

ギーは重要な低炭素の国産エネルギー源と位置づけられたこともあり,FIT を活

用した家畜ふん尿主体のバイオガスシステムの導入が進んでいる。この研究で

は,このような情勢下で北海道の酪農地帯の家畜ふん尿を対象にしたバイオガ

スシステムをどうしたら広範に普及・定着できるかを原点に研究したものであ

る。具体的な研究内容・成果は以下のとおりである。 

  第 1 章では,本研究を取り巻く背景を記述の上,具体的な研究目的として以下

のことを明らかにすることとした。 

(１)北海道の家畜ふん尿を対象としたバイオガスシステムの現状を把握し,課

題を分析する。 

(２)課題を解決するための方策について整理し提案する。 

(３)課題解決のための有力な１手法である家畜ふん尿と草本系未利用バイオマ

ス(ビートトップサイレージ・堤防刈草サイレージに着目)との混合メタン発酵

について発酵特性を明らかにする。 
第２章では,北海道の酪農地帯のバイオガスシステムの現状,課題,今後の方向

性について論じた。 
      既存調査資料及び聞き取り調査結果等から,北海道の家畜ふん尿を対象とし

たバイオガスシステムの導入が停滞している理由として,イニシャルコストや

ランニングコストが高いため,システムの採算性が悪く,現状では減価償却がで

きていないシステムが多いこと,このことから現状では農家が導入意欲を持て

ていないことが分かった。また,新たな問題点として,FIT 適用のための送電・変

電能力の確保が困難な場合が多いことが分かった。 

このため,北海道の酪農地帯のバイオガスシステムの普及・定着するための改

善点として,3つの提案(①システムのシンプル化・国産化等によるコストの低減,

②混合メタン発酵の推進による電気やガスや消化液の増産や地場の管理組織の

創設等による採算性の向上,③電気のみならず熱やガス,消化液も含めて地場産

再生可能エネルギー等の地域利用循環システムの確立)を行った。 

第 3章では,バイオガスシステムの普及・定着のためには経営収支の改善が第

一であるとの認識から,FIT 制度創設以降売電価格が上昇安定したことを踏まえ,



61 
 

発電量を増加させるために,地域に存在する未利用バイオマスと家畜ふん尿と

の混合メタン発酵に関する国内・海外の研究動向について整理した。この結果,

国内では,食品加工残渣や生ゴミ,浄化槽汚泥,BDF 製造時にできる廃グリセリン

と家畜ふん尿の混合メタン発酵についての報告はあるが,未利用草本系バイオ

マスに関する報告,特にサイレージ化した草本系バイオマスについての知見が

乏しいことが分かった。 

また,混合メタン発酵に適した副資材の要素として①地域に相当数賦存して

いること,②経済的に収集・利用可能なこと,③消化液の農地還元に問題がない

こと(安全性),④食料と競合しないことの 4項目をあげた。 

第 4 章ではビートトップサイレージと乳牛ふん尿との混合メタン発酵の実験

室レベルの試験結果を報告した。 

乳牛ふん尿に対してSBTサイレージが60%混合した材料の混合メタン発酵にお

いて最も多くのメタンガスが発生し、40%混合した場合に，最も効率的にメタン

ガスが発生することが分かった。また,貯蔵期間の短い(120 日)サイレージと長

い(210 日)サイレージとの比較では,メタンガス発生量には大きな差は認められ

なかった。このことから,ビートトップサイレージの貯蔵期間はメタン生成能に

影響を与えず,ビートトップサイレージを望む時に使うことができることが分

かった。 

第 5 章では河川堤防刈草についての実験室レベルでの基礎的な実験結果を報

告した。            

今回の実験範囲では,サイレージ化した堤防刈草はメタン発酵を阻害するこ

とはなく,乳牛ふん尿単独と比べ多いバイオガス・メタンガスを得られることが

分かった。また,サイレージ投入量が多いほど多くなること,投入量が同じでも

草種の違いによって(一般雑草＞オオイタドリ),細断の有無により(細断あり＞

細断無し)メタンガス生成量が異なるとの結果を得た。 

第 4 章、第 5 章の家畜ふん尿と草本系バイオマスサイレージとの混合メタン

発酵試験結果から総合して，①家畜ふん尿と草本系バイオマスとの混合発酵で

は家畜ふん尿単独に比べ最大 2.7 倍と多くのメタンガスが発生しており有力な

副資材として期待されること，②混合割合が高すぎると過負荷となり発酵阻害

が発生すること，③サイレージの貯蔵期間はメタンガス生成能に大きな影響を

与えないこと，④草種，混合割合，細断の有無によりメタンガス生成能が大き

く異なること，⑤異なる材料のメタン発酵特性は，近似曲線のパラメーターβ０，

kで比較することが可能であることが分かった。 

NEDO によるバイオマス賦存量・有効利用可能量の推計「バイオマス種の推計

方法」(NEDO,2014)により,収集や変換ロスが無いという仮の条件下で，今回の

実験結果を踏まえて,これら 2種類のバイオマスからメタンガスの年間エネルギ
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ー利用可能量の試算を行ってみたが,これによれば,全道で年間 195 万トン(生

重)生産されるビートトップ及び北海道開発局が管理しかつ集草している 2740

万ｍ2 から発生する堤防刈草は,エネルギー量としてそれぞれ 1.56PJ(ペタジュ

ール),7.20TJ(テラジュール)相当となり,十勝全体の灯油の年間需要試算値

10.5PJ(ペタジュール) (大内,2012)の 14.8%,0.69%に相当する大きな数字となっ

た。 

北海道の酪農地帯に多く賦存する乳牛のふん尿を対象としたバイオガスシス

テムでは,FIT の活用によってその収支が大幅に改善されることとなった。さら

に,この研究によって,同地域に存在する未利用バイオマスであるビートトップ

や河川堤防刈草等草本系バイオマスをサイレージ化により長期保存し,バイオ

ガスシステムで混合メタン発酵することの可能性が大きいことが確認できた。 

 
６-２ 今後の課題 
今後の課題として,以下の項目が挙げられる。 

(１)試験室レベルの研究結果であり，実際の施設規模での検証確認 

(２)草種別に，混合割合，刈り取り時期，細断長さ等の最適値を見出すとともに，

経済性についての確認 

 
６-３ 実用可能で経済的なシステム構築への提言 

最後に,北海道の酪農地帯でのバイオガスシステムの普及定着のために,運

営の組織化・システム化とともにエネルギーの地産地消について提案する。 

未利用草本系バイオマスであるビートップや堤防刈草は,現状においても農

家や河川管理者が営農や管理の一環として機械を用いて刈り取りを行っている。

また,牧草やデントコーンのサイレージ化については機械化による刈り取り・細

断・運搬・サイレージ化の一環作業システムが農業部門で既にできあがってい

る。これらをうまく活用するためには,酪農家を始め地場に存在している酪農の

各種施設に明るい農業機械メーカー,建設業やコンサルタントが参加するバイ

オガス運営会社を設立し,それらの英知を集めて,家畜ふん尿を対象にしたバイ

オガスシステムを運営・管理していくことが,システムの普及・定着に貢献して

いくものと考える(図 6-1・6-2)。 
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  図 6-1 ビートトップの現状と提案 
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図６-２ 河川堤防刈草の現状と提案 

 
また,酪農地帯に設立運営されている飼料の供給を主体に担っている TMRセン

ターを家畜ふん尿も含めた管理運営センターに発展させ,そこにバイオガスシ

ステムを建設し,地域の未利用バイオマスも含めた混合メタン発酵を行い,発生

した電気・熱・ガス・消化液を地域で活用する地域資源の循環利用センター化

することを提案する(図 6-3)。 

既に，別海町にある別海資源循環試験施設では家畜ふん尿に加えて未利用バ

イオマスである工場汚泥等を含めた混合メタン発酵が実用化されており(社団

法人地域環境資源センター,2009)，また，名寄市ではＴＭＲセンターが運営す

るバイオガスシステムが稼働していること(コーンズ・バイオガス,2014)等から，

提案したことは夢物語では無く，実現間近であると思われる。 

また,2016 年に電気事業法の改定が予定され,電気の小売りの完全自由化が予

定されている。FIT を活用して北電などへ売電するだけでなく,地域の資源で生

産された電気を直接地域の農業生産や食品加工や流通に利活用する地域循環利

用システムの確立が期待される。 

 



65 
 

 

図６-３ 地域資源の循環センターとしての 
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略語・記号一覧表  
 

CHP:熱電併給(Combined heat and power) 

 
DS:乾物(Dry Solids)                                                      [t,kg,g] 

 

FIT:固定価格買い取り制度(Feed-in Tariff) 

 

FM:生重(Fresh Mass)                                                      [t,kg,g] 

 

IRR:内部収益率(Internal Rate of Return) 

 

ｋ：ガス生成率                                                              [/日] 

 

LCC:ライフサイクルコスト(Life Cycle Cost) 

 

RPS 法:電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 

(Renewables Portfolio Standard) 

 

SBT:ビートトップ(Sugar Beet Top) 

 

T：時間                                                                      [日] 

 

TS:固形分濃度(Total Solids Concentration)                                     [%] 

 

TMR:混合飼料(Total Mixed Rations) 

 

TVFA:総揮発性脂肪酸(Total Volatile Fatty Acids)                            [mg/L] 

 

VS:有機物濃度(Volatile Solids Concentration)                                  [%] 

 

R2:相関係数 

 

β：累積ガス生成量                                                         [m3,L] 

 

β０：最大ガス生成量                                                        [m3,L] 
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Summary 
 

Anaerobic Co-digestion of  
Herbaceous Biomass and Dairy Cow Manure 

 
 

Background 
 Biogas system is effective for not only treatment of manure including 
control of an odor, but also reducing greenhouse gases and power generation. 
In the 1970s, some institutes and universities especially Obihiro University 
of Agriculture and Veterinary Medicine, built biogas systems in Hokkaido 
and began to investigate methane fermentation. No. of biogas systems in 
Hokkaido has passed its peak in 2004, at presents 40 systems are  in 
operation on dairy farms, but systems are not spread. 
 Renewable energy receives remarkable attention since the Fukusima 
Atomic Power Plant was badly affected by the Great East Japan Earthquake 
March 11 2011. 
Feed-in-tariff system in Japan also started July１2012 , under this system 
electric sailing price produced by biogas generation raise higher four times 
compared with RPS. That is why biogas production by co-digestion of a 
mixture of different biomass is quite effective in economic condition of biogas 
systems. 
 
O b j e c t s 
 To spread and popularize biogas system throughout Hokkaido by this 

studies 
 To determine the effects of biogas production of anaerobic co-digestion of 

dairy cattle manure and un-used herbaceous biomass silage such as 
sugar beet top and grass produced by the maintenance of river dike  

 
M e t h o d s 
 Collection of existing materials 
 Field survey and interview present situation of biogas systems 
 Analyze the data and propose solution methods to economical, technical 

and social problems of biogas systems  
 Batch experiments using laboratory-scale digesters at thermophilic 
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temperature in order to establish optimal proportion of sugar beet top 
and grass silage produced by the maintenance of river dike  

 
R e s u l t s 
Present situation of biogas systems 
 Initial cost is expensive because of import materials and 2 way 

systems (solids and liquids). 
 Running cost is also expensive because of many troubles, short life, 

low price of electricity and shortage utilization of digestive juices, 
biogas and heat. 
 

Improvement method 
 Use domestic materials 
 Change to simple and 1 way systems 
 Organize domestic company of system operation and maintenance 
 More domestic utilization of digestive juices, electricity, biogas and 

heat produced by biogas systems 
 Co-digestion of un-used sugar beet top and grass silage and manure 

 
Anaerobic co-digestion of sugar beet top silage and cow manure 

The digestion systems failed in 80% and 100% proportion of both types of 
sugar beet top silage. The highest methane yields were obtained at the 
40% proportion treatment, which were higher than the yield from control 
treatment (manure alone). Furthermore, the highest volatile solids 
reductions were also observed in 40% proportion treatments. Based on the 
results, the 40% proportion of SBT silage was most efficient for methane 
production. With respect to 40% proportion of silage I and II, methane 
yield in silage I was higher than in silage II, however, the difference 
between the yields from the two type of silage was not significant. This 
indicates that duration of storage of SBT silage does not have any 
appreciable effect on methane production potential.  

 
Anaerobic Co-digestion of grass silage which produced by the maintenance of 

river dike and cow manure  
 

The co-digestion experiments did not failed up to the 40% proportion 
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treatment of grass silage which produced by the maintenance of river dike. 
Methane yields were bigger than control treatment (cow manure only) and 
were increased by proportion treatment of grass silage. Kinds of grasses 
and cutting were also effect on methane production potential.   

 
Conclusion 
  Anaerobic co-digestion of un-used herbaceous biomass such as sugar beet 

top and grass silage and manure has been demonstrated to be a highly 
effective on process for producing sustainable alternative energy at the 
farm area and economic condition of biogas systems with methane 
production under the Feed-in Tariff .  
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